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「学校給食衛生管理基準」の在り方に関する有識者会議 

（第２回）議事次第 

 

 

１．日時 令和８年７月２１日（火） １５:３０ ～ １７：３０  

 

２．開催形式 Web開催（ Zoom ） 

 

３. 議題 

 

（１）学校給食現場における実態等について 

（２）関係団体等からのヒアリング等の実施について 

（３）その他 

 

４. 配布資料 

 

【資料１】  棚橋 委員 御発表資料 

【資料２】  東  委員 御発表資料 

【資料３】  内閣府食品安全委員会事務局 御説明資料 

【資料４】  学校給食衛生管理基準の在り方に関する検討に向けたヒアリン

グ等の実施について（案） 

 

【参考資料１】「学校給食衛生管理基準」の在り方に関する有識者会議の開催

について 

【参考資料２】「学校給食衛生管理基準」の在り方に関する有識者会議の運営

について 

【参考資料３】学校給食衛生管理基準（平成 21年文部科学省告示第 64号） 

【参考資料４】大量調理施設衛生管理マニュアル（平成 9年 3月 24日付け衛食

第 85号別添、厚生労働省生活衛生局長通知） 

【参考資料５】「学校給食衛生管理基準」の在り方に関する有識者会議基礎資料集 



学校給食調理場の現状と課題

奈良県教育委員会事務局

体育健康課 棚橋 恵美

第２回「学校給食衛生管理基準」の在り方
に関する有識者会議

資料１



現場の二極化
「学校給食衛生管理基準」によって、日本の学校給食は世界トップレベ
ルの安全性が維持されている。一方、現場の実態との乖離や、厳格す
ぎるがゆえに新たな「課題」も顕在化してきた。

この二極化の根底にあるのは、「子どもの豊かな食と安全」を守りたい
教育現場の理想と、「少子化と財政難」に直面する自治体の現実の乖
離である。

持続可能な学校給食の運営を実現するためには、この理想と現実をす
り合わせる具体的な方策を検討する必要があると考える。
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１．施設・設備の二極化
「ドライシステム導入の施設」と「深刻な老朽化の施設」

〇ウェットシステムの施設での「ドライ運用」
昭和〜平成初期に建てられた調理場は、床に水を流して掃除することを前提とした設

計であり、排水口の配置やシンクの構造上、ドライ運用を行うためには調理従事者の
負担増となっている。
〇調理機器の配置による献立の格差
スチームコンベクションオーブンや真空冷却器など調理機器の配置状況により献立

の格差が生じる。老朽化が深刻な施設では配置するスペースの確保が難しい。
特に真空冷却器の導入は食中毒発生のリスク軽減に大変効果的である。

⇒ 格差を埋めるためのソフト面の工夫が求めらる
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２．「衛生管理基準の解釈を共通化する」

衛生管理基準を遵守するためには、調理従事者への教育が不可欠である。しかし、
現場では調理員の高齢化や人手不足、民間委託やパート労働者中心の運営が進んで
おり、調理従事者の定着とスキルの継承が課題となっている。
栄養教諭等においてもベテランの退職と若手の採用が進み、同様の課題がある。

⇒ 衛生管理基準の解釈が共通化するような表記を検討
解説本での対応が必要
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＊爪ブラシの使用について

学校給食従事者専用の手洗い設備は、衛生的に管理するとともに、石けん
液、消毒用アルコール及びペーパータオル等衛生器具を常備すること。

また、布タオルの使用は避けること。さらに、前室の手洗い設備には個人用
爪ブラシを常備すること。
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３. 厳格な温度管理と時間管理による制限

衛生管理基準では、加熱や冷却等各調理工程において厳格な温度と時間の管
理が求められる。

これらを確実にクリアするため、複雑なメニューは敬遠さがちになり、献立のバリ
エーションが狭まる要因になることがある。また、安全性を最優先に「しっかり加
熱」を徹底することと、食材の持ち味を生かした仕上げにジレンマを抱えることがあ
る。

納品時の温度管理については、不測の事態の回避について提案する必要もある
のではないかと考える。

⇒ 衛生管理基準の解釈が共通化するような表記を検討
解説本での対応が必要
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食品を取り扱う場所（作業区域のうち洗浄室を除く部分をいう。以下同じ。）
は、内部の温度及び湿度管理が適切に行える空調等を備えた構造とするよ
う努めること。

調理場は、換気を行い、温度は２５℃以下、湿度は８０％以下に保つよう努

めること。また、調理室及び食品の保管室の温度及び湿度並びに冷蔵庫及
び冷凍庫内部の温度を適切に保ち、これらの温度及び湿度は毎日記録する
こと。

＊施設の温度管理について

給食室内の配膳室は調理場に含まれるが、校舎内の配膳室の扱いは？
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和えもの、サラダ等については、各食品を調理後速やかに冷却機等で冷却
を行った上で、冷却後の二次汚染に注意し、冷蔵庫等で保管するなど適切な
温度管理を行うこと。また、やむを得ず水で冷却する場合は、直前に使用水
の遊離残留塩素が０．１ｍｇ／Ｌ以上であることを確認し、確認した数値及び
時間を記録すること。さらに、和える時間を配食の直前にするなど給食までの
時間の短縮を図り、調理終了時に温度及び時間を記録すること。

＊調理後の解釈について

調理後とはどのポイントとするのか？
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・トイレの個室のドアの下に隙間はよいのか（解説P29）

・トイレ使用後の手洗いについて

①個室内で手洗い⇒着衣前に手洗い⇒前室で手洗い⇒入室

②個室内で手洗い⇒前室で手洗い⇒入室

＊その他
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４．前日調理の在り方

これまで、原則前日調理を禁止とし、生鮮野菜等の皮むきや切裁等も控えてきた。
これにより以下のような課題が生じている。
・調理従事者の早朝勤務
・野菜の使用量の減少
・地場産物の活用が制限される

持続可能な学校給食の運営のために、地場産物の積極的な活用、深刻
な人材不足への対応等、総合的な検討が必要

10



食数 使用量 下処理時間 切裁時間

単独調理場 約６００食 ２１ｋｇ ５２分 １２分（手切り）

共同調理場 約４，５００食 １５８ｋｇ ３９分 １４分（スライサー）

食数 使用量 下処理時間 切裁時間

単独調理場 約６００食 ２０ｋｇ ３８分 １５分（手切り）

共同調理場 約４，５００食 １４５ｋｇ ４８分 １０分（スライサー）

食数 使用量 下処理時間 切裁時間

単独調理場 約６００食 ５４ｋｇ ６７分 ３２分（手切り）

共同調理場 約４，５００食 １５０ｋｇ ４６分 ８分（スライサー）

【玉ねぎ】

【小松菜】

【キャベツ】
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前日調理の考え方について

給食の食品は、原則として、前日調理を行わず、
全てその日に学校給食調理場で調理し、生で食用
する野菜類、果実類等を除き、加熱処理したものを
給食すること。

学校設置者が基準に照らして適切な衛生管理が確保出
来ると判断する場合には、基準に記載されている以外の方
法を一律に排除するものではありません。

（令和元年１２月９日付け事務連絡）

切裁

洗浄

皮剥き

どこまで可能に
できるのか？
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安全と理想のバランス

学校給食衛生管理基準を緩めることは食中毒のリスクを高めるため、簡単にはでき
ません。

しかし、「完璧な安全マニュアル」を作成しても、現場において実現可能なものでな
ければ、調理従事者の疲弊、献立の魅力低下、そして学校給食そのものの維持困難
という別の危機を招いてしまいます。

この有識者会議でみなさまとともに、安全性の維持と持続可能な学校給食の実現
に向けた、新たな「学校給食衛生管理基準」へのアップデートを検討したいと考えます。
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学校給食衛生管理基準改正に関する改善要望等について 

安全安心な給食の持続的提供のため、基準マターでない事項（自治体や栄養教諭等ごとに異なる   

運用の現状）の改善についても記載しております。 

１．調理環境・衛生管理に関する課題 

（１）調理場並びに受配校の受渡室の温湿度管理等の義務化【関連箇所：基準第２.１.(３).三】 

現行では「25℃・80％を保つよう努める」とされているが、夏季の調理場・受渡室 WBGT指数

が 31℃を超える日が連続している状況。劣悪な労働環境で働く従事者の生命を守り、食中毒

菌の活性化防止、安全に業務に就けるよう実施期限を付した明確な義務化が望まれる。 

また、受配校への受渡しに際して、必要な非汚染区分の作業スペースやアレルギー食対応室

（専用の調理部屋）を空き教室を活用するなどして整備が必要である。 

その他の環境整備として、トイレについては、レバーが自動で蓋つきの洋式トイレ。 

（２）前日調理の取り扱い基準が曖昧であり、令和元年の事務連絡「学校給食衛生管理基準に照ら

した衛生管理について」を加味した注釈を本基準の（４）①一 給食の食品は、原則として

前日処理を行わず・・・となっているが、当日の作業は時間の制約もあり、見逃しリスクが

高くなるので見直しが必要である。【関連箇所：基準第３.１.(４).①.一】 

    （例）「虫や泥・土壌由来の食中毒菌の厨房内持ち込みを防ぐため、入荷時に洗浄が適した

材料（じゃがいも、ごぼう、人参等）」 

（３）加熱基準の統一【関連箇所：基準第３.１.(４).①.一】 

大量調理マニュアルとの整合性を図り、中心部が 75℃で１分間以上（二枚貝等ノロウィルス 

汚染のおそれのある食品の場合は 85℃で１分間以上加熱すること）(85℃～90℃以上。 

90秒間以上)とする。 

（４）衛生管理 

・汚染作業を行ったもの（肉、魚、卵の検品検収、成形作業、投入作業等）は他の非汚染 

作業を行うことが出来ないことになっているが、成形作業は携わる人数多く、その人数が 

作業に戻れないことで給食提供に支障が出ており、着替えなど安全確保を図ったうえ 

で、作業に加わることができるようにする見直しが必要である。 

【関連箇所：基準第３.１.(４).③】 

・学期に１度（年３回）の害虫駆除が土曜日に指定され、休日勤務となる。受託業者の休日 

 確保という意味でも、長期休業期間中で害虫駆除の日程調整を行っていただきたい。 

・中心温度５点計測、スチコン鉄板ごとに３点計測（１０鉄板なら３０点計測)を求める 

 自治体がある。学校衛生管理マニュアルには計測３点以上と記載があるため、温度確認に 

心配な場合は計測を増やすようにしているので、すべて５点計測とするのは負担が大きい 

ので弾力的な運用にしていただきたい。 

（５）給食室における設備等の修理 

学校給食施設①共通事項 

作業台や移動シンク等の設備の老朽化について、衛生面、安全作業面、受託業者の過重負担 

になるため改善が必要である。 

 

２．献立作成および作業動線に関する課題【関連箇所：基準第３.１.(１).一】 

・本基準の第３Ⅰ（１）に献立作成は、学校給食施設及び設備並びに人員等の能力に応じたも

のとするとともに、衛生的な作業工程及び作業動線となるよう配慮すること。とあるが、栄

養教諭等の考え方次第で過重な作業となり、遅延した場合には、受託業者の責任になる事例

がある。設備・人員に見合った運用となっているか統一的な指導（一定の指標整備など）が

必要である。 
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・栄養価、摂取量においても各々の学校の実情を踏まえた運用が必要である。 

（例）・残菜を減らす工夫をしても２０％以上の残菜率があるのに、成摂取基準量分を提供 

し大量の残菜がでている。 

・高温多湿の時期に冷蔵庫に入れられないサラダを提供しなければならない場合もある。 

・適温配食をするための機器等の整備が必要である。 

和え物バットの消毒保管庫は、消毒後の配缶前に冷却機能付きの保管庫で、かつ保冷 

バットとする。 

調理場内や受配校の受渡室の室温管理が必要（前段前述の通り）。 

・献立作成委員会には受託業者の意見が反映される仕組みが必要である。 

      本基準の第３（１）四に、献立作成委員会を設ける等により～保護者その他の関係者 

の意見～のところの、その他に受託業者を含むことを明記し、調理現場の実情を踏ま 

えた献立にする必要がある。【関連箇所：基準第３.１.(１).四】 

 

３．食材納入・検収体制に関する課題 

（１）学校給食用食品納入業者指導について【関連箇所：基準第３.１.(２).②.四】 

必要に応じて、食品納入業者の衛生管理の状況を確認すること。とあるが、実際には 

納入されたパンなどの食材がノロウィルスに汚染されていた場合もあるので、行政による 

衛生管理の指導・監督体制強化が必要である。 

（２）検収責任者の明確化【関連箇所：基準第３.１.(３).一】 

栄養教諭等を検収責任者としない場合、受託業者が担っている場合があるが、本来、自治体 

職員が責任者となるべきものであるので、改善が必要である。 

（例）冷凍インゲンに虫が入り込んでいた場合、本来であれば、納入業者に返品交換、 

別の食材追加すべきところ、そのまま使用することを求められるなど 

※本基準の（２）学校給食用食品の購入 ③食品の選定 一、二を遵守すべき行政側 

（栄養教諭等）からの指導を求めます。 

（３）（２）の現状のなか、検収は、あらかじめ定めた検収責任者が「食品の納入に立会し、品名、

数量、納品時間、納入業者名、製造業者名及び所在地、生産地、品質、鮮度、箱、袋の汚れ、 

破れその他の包装容器等の状況、異物混入及び異臭の有無、消費期限又は賞味期限、製造年月

日、品温（納入業者が運搬の際、適切な温度管理を行っていたかどうかを含む。）、年月日表

示、ロット（一の製造期間内に一連の製造工程により均質性を有するように製造された製品の 

一群をいう。以下同じ。）番号その他のロットに関する情報について、毎日、点検を行い、記録

すること。」とあるが、毎朝様々食材の記録を行うことが非常に負担となっている。【関連箇

所：基準第３.１.(３).一】 

記録方法・様式の簡素化または納入業者による書類の提出に代替する検討。 

早朝納品に伴う出勤負担が大きく、前日納品の推進と保管設備拡充が必要である。 

校長等は「栄養教諭等の指導及び助言が円滑に実施されるよう、関係職員の意思疎通等に 

配慮すること。」とあるが、栄養教諭等からの圧力が強く、受託業者が低いことが多々ある 

ので、改善をお願いしたい。 

このほか、栄養教諭等が受託業者に対して、衛生管理上の注意などをする際に人格否定など 

のパワハラに該当する言動を受ける場合があるため、研修での指導等改善を求めます。 
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（４）衛生管理体制について【関連箇所：基準第４.１.(１).五】 

本基準の第４ Ⅰ（１）四 において、校長等は「食品の検収等の日常点検の結果、異常の 

発生が認められる場合、食品の返品、献立の一部又は全部の削除、調理済食品の回収等必要 

な措置を講じること。」とあるが、校長の判断により提供中止となった場合に受託業者が 

賠償することがあるが、本来、自治体負担とすべきものである。 

 

４. 衛生管理体制に関する課題 

（１）納品【関連箇所：基準第２.１.(３)二】 

調理室には、調理作業に不必要な物品等を置いていないこと。とあるが、水分補給も許され 

ない学校もあるため、適正な従事環境となる配慮をお願いしたい。 

（２）学校給食従事者の衛生管理【関連箇所：基準第４.１.(２)】 

  配送員（服装）についても学校給食従事者に当たるよう記載してほしい。 

   また、本基準の解説書１３６ページに、調理衣は上着とズボンの二部式で ～ 材質は木綿 

で色は白または淡色の汚れの目立つものがよい。とありますが、丈夫な木綿の作業着は撥水性 

がなく温湿度がこもり酷暑では熱中症の恐れがあります。実際に、調理場内及び受配校の受渡 

室の劣悪な環境について、熱中症指数の日々のデータを示しても、行政側の回答・改善がない 

状況にあり、「７初健食第８号（Ｒ７.９）学校給食の安定的な運営に向けた取組の推進の３ 

熱中症対策等について」を通知文ではなく本基準に盛り込んでいただきたい。さらに、熱中 

症法律（Ｒ７．６）について明記し、業務環境改善となる手立てを示して欲しい。 

（受託業者側は、従事者等を守るために手立てを講じたいが、行政サイドの栄養教諭等の 

意識が低いうえ、行政側の関心も低い）。 

 

５. 二次汚染防止の考え方に関する課題 

 ・本基準（２）②一において、肉類・魚類・卵類、くだもの類等の種類ごとにそれぞれ専用に 

調理用の器具及び容器を備える・と示されています。【関連箇所：基準第２.１.(２).②.一】 

・本基準第２（４）①一 二次汚染の防止において、献立ごとに調理作業の手順～調理作業 

工程表及び作業動線図を作業前に確認し作業に当たること。とあるが、実施自治体や栄養 

教諭等により大きくその内容が異なっており、一定の指標整備が必要である。 

【関連箇所：基準第３.１.(４).③.一】 

  ・食物アレルギー対応の作業工程表・動線表記載することを明記することはできないか。 

  ・喫食２時間前ルールを守るため、サラダや白玉等の加熱作業後の水冷を認められない自治体 

がある。通常ごはん、おかず、汁物が従来同じ時間の配缶作業になるが、そこにサラダが 

１品加わるだけでも、作業スペースの問題や、配缶作業人員の捻出が困難となる。また、 

   白玉などは水冷できないとくっついてしまい、剥がす作業に時間を要しているので臨機応変

な対応ができるようにしていただきたい。【関連箇所：基準第３.１.(４).④.五】 

 

６. 特殊食・アレルギー対応に関する課題 

宗教食・アレルギー対応が拡大し、調理現場の負荷が増大している。重篤なアレルギー種実 

類などの扱いを明確に決める（落花生同様、くるみも禁止等自治体まかせにしないで禁止か 

出すか国で明確にする）。 

アレルギーの明確化をしっかり（絶対除去のみにし、代替え作成は学校判断でやらない） 

これらについて対応が必要な児童生徒は、当該原因食物に対する重篤なアレルギーがあるこ 

とを意味するため、安全な給食提供が困難な場合には、弁当対応を考慮する。 
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・安全第一であり、アレルギー対応は常食と除去食の２種類のシンプルなものにする。 

細かな対応は、配膳等が煩雑になり、重大な事故に繋がるリスクがある。 

宗教食は、個に応じた対応（学校側）なので、栄養教諭等が献立情報を伝える必要あり 

（受託業者業務ではない）をアレルギー同様に調理しない（今後も増え続け、受託業者の負担 

増となる）宗教面談、毎月の詳細献立などで栄養教諭等も負担増となっている。 

 

７.本基準（４）④五に示す、 調理後２時間以内に給食できるよう努めること。の考え方の明確化

【関連箇所：基準第３.１.(４).④.五】 

「調理後から喫食まで原則２時間以内」の基準が自治体・学校判断でばらつきがあり、制度と 

して明文化する必要がある。 

・学校判断により、１学年のみ１０時半提供等が存在する。 

和え物は別で行うとしても茹でたり、スープを作ったり等の調理は行っている。 

・献立が複雑、給食室設備により２時間前調理が徹底できないことが多いが、栄養教諭等から 

指示があるのでやらざる得ない。大規模校では９時から揚げ物を開始し、結果喫食３時間以上

前になっている。問題が起きた時、責任の所在は受託業者になってしまうであろう。 

・現在、弁当給食においては、いわゆる『２時間前調理』が遵守されておらず、約３時間前に 

作成されたのち、温かい状態のまま容器に蓋をして積み重ねて保管している状況である。 

この方法は、温度管理の面から衛生リスクが極めて高く、早急な改善が必要である。 

 

８.食材使用基準の統一  

・現在、自治体ごとに衛生基準や食材使用に関する考え方に大きな差異があります。 

例えば、ガラや豚骨から出汁をとることを禁止している自治体がある一方、手作りを重視して 

使用している自治体も存在します。また、レバーの提供可否や卵の使用期間等についても基準 

が統一されておらず、現場の混乱を招いています。 

・東京都特別区のうち、パン屋のパンでも絶対にそのまま提供してはいけないルール 

（ノロウィルス対策含めて加熱必須）があるが、特に仕様書には明記しておらず、他の自治体で 

はほとんど、そのまま提供しており、加熱しない運用に統一願います。 

・学校給食で使用している野菜に関して、給食室で全て切裁して調理する自治体とカット野菜・ 

冷凍野菜を活用して調理する自治体があります。白玉の手作り、ハンバーガーの挿む作業など 

も含め、今までのように多くの人数を確保して学校給食を作ること不可能になってきている 

ため、作業工程を減らせるカット野菜や冷凍野菜の使用を推奨していただきたい。 

 

９. 作業基準の統一 

 ・自校方式の学校給食では、配属された栄養教諭等の自由裁量により献立を決定している自治体 

が大多数であります。そのため、同じ自治体であっても給食内容に大きな格差があり調理責任 

者の力量が大きく左右されるだけでなく、同規模の学校であっても栄養教諭等の献立内容に 

伴い配置人員を増やさざる得ない状況が多く発生しています。自治体単位で統一した献立に 

することが出来れば受託業者としても安定した作業が可能になり、児童生徒たちの喫食する 

給食格差の解消にもなる。 

 ・給食室で切裁する野菜について、栄養教諭等のこだわり（手で切った方がおいしいから）に 

より裁断機があるにもかかわらず全て手切りになっております。使用できる機器類がある場合 

には手切りをせずに全て機器を使用するようにしていただきたい。 
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 ・自校方式の洗浄作業において、食器・器具を全て手洗い、洗浄機ですすぐ作業を行っています。 

導入されている洗浄機には、洗剤を入れれば洗浄・すすぎが出来る機器が多くありますが基本は 

手洗いになっております。そのため、洗浄作業中に指を切ったり熱中症で倒れたりする人がいる。 

洗浄機をフル活用することで従事者の生命の安全を確保し作業軽減になり労働人口減少の中では 

必要な措置であります。 

・本基準（３）八において、前室の手洗い設備には個人用爪ブラシを常備するとあります。 

個人持ちは、検査したところ、数回使用すると雑菌が増えているので、ワンウェイが望ましい 

と思われるので、衛生管理基準、管理基準の解説書、手洗いマニュアルの修正が必要である。 

【関連箇所：基準第２.１.(３).八】 

 

１０.安全装置・過熱防止装置のない回転釜での揚げ物調理について 

回転釜メーカーは基本的にフライ専用の回転釜以外では調理を行わないよう注意喚起されて 

いるものの、フライヤーがないなど設備環境が不十分である学校も多く、揚げ物がメニューに 

入った場合は、やむを得ず、受託業者の経験や技術に頼って安全装置・過熱防止装置のない 

回転釜で揚げ物調理を行っている状況である。安全装置等のない回転釜で大量の油を加熱する 

ことは、温度管理が非常に難しく、万一、油が発火した場合、人命に関わる火災になるため、 

過熱防止装置のあるフライヤーや回転釜の設置をお願いいたします。設備が整っていない学校 

ではスチコンで揚げ焼き等へ変更していただきたい。 

 

１１．その他 

 ・衛生管理基準の解説書２００～２０９ページに記載されている、定期及び日常の衛生検査の 

点検票（第 1票～第８票まで）、受配校の受渡室や共同調理場・単独調理場での必要な点検 

項目や所属長印の役職名が異なることから、それぞれに必要項目を精査が必要である。 

そこで、 

※単独校、共同調理場、受配校の受け渡し室等では、点検票のチェック項目が異なると 

思われるので、それぞれで作成する必要。 

※各票に校長印がありますが、単独校、共同調理場、受配校で分けるのであれば、それぞれの 

管理責任者の役職にしておいた方がいいのではないでしょうか。 

・本基準解説書の中に掲載されている写真等が基準に準拠していないところがある。 

（差替えが必要） 

 ・本基準の改定に伴い、変更内容に併せて、これまでの文部科学省発行の衛生管理基準の解説や 

マニュアル、各種書籍等の記載内容の整合性を図る必要がある。 

・自治体によっては、都道府県雇用の栄養教諭等、市町村雇用の栄養教諭等が在籍している給食

場があり、作業工程、衛生管理等において、異なる意見を言われることがあり、受託業者が混

乱する状況が発生している。統一した見解を求める。 

 

１２．仕様書に関わること 

・受託業者の配置条件が集団給食経験１年以上と設定されている自治体がある。 

現場責任者、副責任者のほか、３番手(受託業者)にこの設定されると、新卒の配置や他業種 

から入社してきた人員が配置できなくなるので、配置条件を撤廃していただきたい｡ 

・自治体主催の石鹸つくりに一日参加する義務がある。廃油から石鹸の素を混ぜ加熱、冷まして 

  固形化するものが１年分配給される。また、環境配慮の観点から合成洗剤の使用が制限され、 

粉せっけんの使用を求められている。 

合成洗剤より油汚れの落ちが悪く、洗浄時間が長くなり、石鹸や水道の使用量、従事者の負担

が増え、結果的に環境配慮になっていないので、一律の奨励を改善する必要がある。 
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・自治体指定の洗剤を会社負担で購入しなければならない。自治体の指定であれば自治体負担 

にしていただきたい。 

・自治体の指示より朝の始業時に熱風消毒保管庫に収納できない調理器具の煮沸消毒を行って 

いる。やけど等の労災事故やドライ運用の観点から煮沸消毒は行うべきではないと考えます。 

搬入された汚染物が入る検収室の消毒作業は免除されていることから、汚染物や未加熱品に 

使用する調理器具は、洗浄後、熱風消毒保管庫に一度入れ、収納量を超えることにより搬出 

したものに関しては、そのままの使用を認めていただきたい。 

また、非加熱品（フルーツ等）の調理器具に関してはアルコール噴霧後に使用するルールで 

よいと考えます。【関連箇所：基準第２.１.(３).九】 

 

 



第２回「学校給食衛生管理基準」の
在り方に関する有識者会議

食品安全委員会事務局 提出資料

資料３
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食品安全委員会発足までの経緯
平成13年 ９月 我が国において最初のＢＳＥ感染牛を確認

 11月 ＢＳＥ問題に関する調査検討委員会を設置

平成14年４月 ＢＳＥ問題に関する調査検討委員会が報告書（「ＢＳＥ問題に関する調査検討委
員会報告」）を提出

※ＢＳＥ問題にかかわる行政対応の問題点として、生産者優先・消費者軽視の行政、
農林水産省と厚生労働省の連携不足、専門家の意見を適切に反映しない、情報公開の不徹底等厳しい指摘。

今後の食品安全行政の在り方として、消費者の健康保護最優先、リスク分析の導入、リスク管理とリスク評価を
分離し、リスク評価を行う新たな行政機関の設置等の提言。

食品安全行政に関する関係閣僚会議が発足

平成14年 ６月 食品安全行政に関する関係閣僚会議が「今後の食品安全行政のあり方について」
を取りまとめ

 ※食品安全委員会の設置、食品安全基本法の制定

平成15年 ２月 食品安全基本法案を国会に提出
５月 食品安全基本法の成立・公布
７月 食品安全基本法の施行、食品安全委員会の発足
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食品安全基本法によるリスクアナリシスの導入
（食品健康影響評価の実施）

第十一条 食品の安全性の確保に関する施策の策定に当たっては、人の健康に悪影響を
及ぼすおそれがある生物学的、化学的若しくは物理的な要因又は状態であって、食品に
含まれ、又は食品が置かれるおそれがあるものが当該食品が摂取されることにより人の
健康に及ぼす影響についての評価（以下「食品健康影響評価」という。）が施策ごとに
行われなければならない。（略）

（略）

リスク評価
Risk Assessment

リスク管理
Risk Management

リスク
コミュニケーション
Risk Communication

（情報及び意見の交換の促進）
第十三条 食品の安全性の確保に関する施策の策定に当たっては、当該施策の策定に国
民の意見を反映し、並びにその過程の公正性及び透明性を確保するため、当該施策に関
する情報の提供、当該施策について意見を述べる機会の付与その他の関係者相互間の情
報及び意見の交換の促進を図るために必要な措置が講じられなければならない。

（国民の食生活の状況等を考慮し、食品健康影響評価の結果に基づいた施策の策定）
第十二条 食品の安全性の確保に関する施策の策定に当たっては、食品を摂取すること
により人の健康に悪影響が及ぶことを防止し、及び抑制するため、国民の食生活の状況
その他の事情を考慮するとともに、（略）食品健康影響評価が行われたときは、その結
果に基づいて、これが行われなければならない。
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リスクアナリシスに基づく日本の食品安全行政

消費者庁、厚生労働省、農林水産省等 内閣府食品安全委員会

政策的効果、費用対効果、
技術可能性等

リスク管理の例
•食品の規格基準
•流通の監視、
有害・有毒な食品
の販売禁止等

•農薬使用基準の設
定、農業現場への
指導

等
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食品安全委員会の役割
 食品健康影響評価（リスク評価）

食品を介して体内に入ってくる可能性のある化学物質や微生物等の危害要因が、人の健康に悪影響を及ぼす
リスクについて、科学的な知見に基づいて客観的かつ中立公正に評価を行う。

食品の安全性の確保のため講ず
べき施策に関する重要事項を調
査審議し、必要に応じて意見を
述べる。

（→関係行政機関の長）

リスク評価の結果に基づいて講
じられる施策の実施状況を監視
（モニタリング）し、必要に応
じて勧告する。

（→関係各大臣）

リスク評価の結果に基づき、食
品の安全性の確保のため講ずべ
き施策について勧告する。

（→関係各大臣）

 勧告・モニタリング・意見

消費者庁をはじめ関係省庁と連携しながら、リスク評価の内容等に関して、消費者、食品関連事業者など
関係者相互間における幅広い情報や意見の交換（リスクコミュニケーション）を、意見交換会の開催、ホーム
ページ等を通じて行う。

 リスクコミュニケーションの実施

緊急時において、危害の拡大や再発防止に迅速かつ適切に対応し、科学的知見の提供等を早急に行う。
 緊急の事態への対処
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○目的
食品安全モニターの皆様より
・日頃の生活や業務の中で気が付いた食品安全に関する課題や問題点について、
提案・報告を受けること

・当委員会の運営に関する改善点に関して提言を受けること
により、食品の安全性の確保に係る施策の推進を図ることが目的

⇒上記を踏まえ、
食品に関する一定の資格を持つ方等
（医師、栄養士、食品安全に関する業務に従事している方など）に活動を依頼

食品安全モニター制度の目的等

○依頼期間
４月１日から翌年３月３１日までの１年間。（更新あり。最長５年）
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食品安全モニター
科学的な内容を

わかりやすく伝える
地域の声を届ける

日常の
広報活動

SNSでのフォロー・
いいね・リポスト
食安委の発信を気軽
にシェア

危害情報の
報告

公知の事実以外の
危害情報を入手したら
報告

食安委への
随時報告

食品安全に関する
課題や問題点の報告
食品安全委員会の運
営改善の提言

アンケートの回答
（課題報告）

食品安全委員会の
アンケート調査への
協力

研修の受講
セミナーの参加
食品安全委員会の実施
する研修の受講や
セミナーへの参加で、
最新知識を身につける

地域の人々

食品安全委員会

食品安全モニターの役割
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学校給食衛生管理基準の課題

2009 年に告示された学校給食法に基づく学校給食衛生管理基準には、
第３の １（２）学校給食用食品の購入 ③食品の選定の二 に、
「有害若しくは不必要な着色料、保存料、漂白剤、発色剤その他の食品添加物が添加された食品・・・・
については使用しないこと。」の記載があります。

学校給食や子供さんや親御さんへの説明でも、この告示があることが、
食品添加物などへの嫌悪感、反対意見への根拠になっていないでしょうか。

国が安全と定めたことと大きな矛盾が生じていることが長年放置されています。

本件について、文部科学省の学校給食衛生管理基準の改定を要望します。

随時報告（令和６年度）

※本資料は、原文に含まれる誤記および表現が不明瞭な箇所について、一部修正を加えています。



学校給食衛生管理基準の在り方に関する検討に向けた 

ヒアリング等の実施について（案） 
 

 

○ 学校給食衛生管理基準の改正に当たり、現行基準における課題を踏まえた

基準の在り方に関する意見等を把握するため、以下のとおり、ヒアリングを

実施することとする。 

○ また、学校給食関係者からの幅広い意見を収集するにあたり、限られた会

議時間の有効活用を図りつつ、各分野の専門的な知見やそれぞれ異なる事情

を考慮するため、以下のとおり、書面による意見聴取を行う。 

 

 

【ヒアリング対象】 

 第３回、第４回会議において、３団体ずつ各 15分間でヒアリングを実施する。  

 

 学校関係者 

全国学校栄養士協議会 

 

   

 生産者団体 

公益社団法人 日本炊飯協会 

全日本パン協同組合連合会 

一般社団法人 Jミルク 

一般社団法人 全国農業協同組合中央会 

一般社団法人 大日本水産会 

 

                   

【書面による意見聴取対象】 

全国給食事業協業組合連合会 

公益社団法人 学校給食物資開発流通研究協会 

学校給食用食品メーカー協会 

一般社団法人 全国消費者団体連絡会 

資料４ 



 
 

「学校給食衛生管理基準」の在り方に関する有識者会議の開催について 
 

 

令和８年３月 10 日   

総合教育政策局長決定 
令和８年７月６日  
一 部 改 正 

 

１ 趣旨 

 学校給食衛生管理基準は、学校給食法第９条第１項に基づき、学校給食の適

切な衛生管理を図る上で維持されることが望ましい基準として定められたも

のであり、本基準に基づき、食中毒等の発生防止に向けた衛生管理を徹底する

ことは学校給食運営の前提である。 
一方で、基準策定から 15年以上が経過し、食品衛生管理に関する科学的知

見が蓄積されるとともに、働き方改革の推進や物流の輸送力不足など、給食運

営を取り巻く社会環境は大きく変容している。 
将来にわたり安定的な運営体制を維持するためには、科学的根拠に基づき、

必要な衛生管理を引き続き担保しつつ、現場の実態に即した運用の合理化を

含め実現可能な仕組みの構築を図ることが不可欠となっている。 
これらを踏まえ、学校給食の一層の安全確保と社会環境の変化に適応した

効率的な運営を両立させるための基準の在り方を検討することを目的とし

て、「学校給食衛生管理基準」の在り方に関する有識者会議（以下「会議」と

いう。）を開催する。 

 

２ 構成（別添） 

会議は、衛生管理に関する学識経験のある者によって構成し、必要に応じて、

有識者への意見照会や構成員を追加することができるものとする。 
 

３ 検討事項 

会議は、学校給食の一層の安全確保と社会環境の変化に適応した効率的な運

営を両立させるための「学校給食衛生管理基準」の在り方について検討を行う。 

 

４ 期間 

  令和８年３月 10日から令和１０年３月３１日までとする。 

 

５ 庶務 

  会議の庶務は、総合教育政策局健康教育・食育課において処理する。 
 
 
 
 
  

参考資料１ 



 
 

   (別添)  
     

 「学校給食衛生管理基準」の在り方に関する有識者等  

   （五十音順）  
 

協力者名 職   名 

 
  
  

     

 東  雅臣  公益社団法人日本給食サービス協会 副会長 兼 関東支部長  

 伊東 美華  栃木市立国府北小学校 栄養教諭  

 川村  仁  青森大学薬学部衛生薬学研究室 教授  

 砂川 富正  国立健康危機管理研究機構国立感染症研究所応用疫学研究センター センター長  
 勢戸 祥介  大阪公立大学大学院獣医学研究科 客員研究員  

 高橋 竜介  岩手県紫波町役場企画総務部地域づくり課公民連携係 係長  
 棚橋 恵美  奈良県教育委員会事務局体育健康課 係長  

 中込 武文  一般社団法人日本給食品連合会 代表理事  

 三橋 一慶  一般社団法人全国学校給食推進連合会 常務理事 兼 事務局長  

 森  功次  東京都健康安全研究センター微生物部病原細菌研究科長  

     

 
（以下、オブザーバー） 

 
楠川 雅史   内閣府食品安全委員会事務局情報・勧告広報課長 
今川 正紀    厚生労働省健康・生活衛生局食品監視安全課長 
髙江 慎一      消費者庁食品衛生基準審査課長 
村山 直和    農林水産省大臣官房参事官（兼消費・安全局） 
久納 寛子    水産庁漁政部加工流通課長 
鈴木 信一    水産庁資源管理部国際課かつお・まぐろ漁業室長 



 

「学校給食衛生管理基準」の在り方に関する有識者会議の運営について 

 

令 和 ８ 年 ３ 月 2 5 日 

「学校給食衛生管理基準」の  

在り方に関する有識者会議 

 

 「学校給食衛生管理基準」の在り方に関する有識者会議（以下「有識者会議」

という。）の運営については、以下のとおり定めることとする。 

 

（座長） 

第１条 座長は、有識者会議の議長となり、議事を運営する。 

 

（有識者会議の公開） 

第２条 有識者会議は、原則公開して行う。ただし、座長が、公開することにより公

平かつ中立な審議に著しい支障を及ぼすおそれがあると認める場合その他正当

な理由により非公開とすることが適当と認める場合は、有識者会議の一部又は

全部を非公開とすることができる。 

 

（有識者会議資料の公開） 

第３条 有識者会議の資料は原則としてホームページへの掲載等により公開す

る。ただし、座長が、公開することにより公平かつ中立な審議に著しい支障を

及ぼすおそれがあると認める場合その他正当な理由があると認める場合には、

有識者会議の資料の一部又は全部を非公開とすることができる。 

 

（議事録の公開） 

第４条 座長は、有識者会議の議事録を作成し、これを公開しなければならない。

ただし、座長が、公開することにより公平かつ中立な審議に著しい支障を及ぼ

すおそれがあると認める場合その他正当な理由があると認める場合には、議

事録の一部又は全部を非公開とすることができる。 

 

（有識者会議の傍聴） 

参考資料２ 



第５条 有識者会議を傍聴しようとする者は、あらかじめ、文部科学省総合教育

政策局健康教育・食育課（以下「事務局」という。）の定める手続により登録

を受けなければならない。 

２ 前項の登録を受けた者（以下「登録傍聴人」という。）は、座長の許可を

受けて、検討会議を撮影し、録画し、又は録音することができる。 

３ 登録傍聴人は、前項の許可を受けようとするときは、事務局の定める手続

によって申請するとともに、有識者会議を撮影し、録画し、又は録音するに

当たっては、事務局の指示に従わなければならない。 

４ 登録傍聴人は、有識者会議の進行を妨げる行為又は他の登録傍聴人の傍聴

を妨げる行為をしてはならない。 

５ 座長は、登録傍聴人が、第２項の規定による許可を受けず、若しくは第３項

の規定による事務局の指示に従わずに有識者会議を撮影し、録画し、又は録音

したとき、又は前項に規定する行為をしたときは、退場を命ずる等適当な措置

をとることができる。 

 

（雑則） 

第６条 この規則に定めるもののほか、有識者会議の議事の手続その他有識者

会議の運営に関し必要な事項は、有識者会議に諮って定める。 

 

附 則 

この規則は、有識者会議の決定の日から施行する。 
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大量調理施設衛生管理マニュアル 

（ 平 成 9 年 3 月 2 4 日 付 け 衛 食 第 8 5 号 別 添 ） 

（最終改正：平成 29 年 6 月 16 日付け生食発 0616 第 1 号） 

I 趣  旨 

本マニュアルは、集団給食施設等における食中毒を予防するために、ＨＡＣＣＰの概念

に基づき、調理過程における重要管理事項として、 

① 原材料受入れ及び下処理段階における管理を徹底すること。

② 加熱調理食品については、中心部まで十分加熱し、食中毒菌等（ウイルスを含む。

以下同じ。）を死滅させること。 

③ 加熱調理後の食品及び非加熱調理食品の二次汚染防止を徹底すること。

④ 食中毒菌が付着した場合に菌の増殖を防ぐため、原材料及び調理後の食品の温度管

理を徹底すること。 

等を示したものである。 

集団給食施設等においては、衛生管理体制を確立し、これらの重要管理事項について、

点検・記録を行うとともに、必要な改善措置を講じる必要がある。また、これを遵守する

ため、更なる衛生知識の普及啓発に努める必要がある。 

なお、本マニュアルは同一メニューを１回３００食以上又は１日７５０食以上を提供す

る調理施設に適用する。 

Ⅱ 重  要  管  理  事  項 

１．原材料の受入れ・下処理段階における管理 

（１） 原材料については、品名、仕入元の名称及び所在地、生産者（製造又は加工者を

含む。）の名称及び所在地、ロットが確認可能な情報（年月日表示又はロット番

号）並びに仕入れ年月日を記録し、１年間保管すること。 

（２） 原材料について納入業者が定期的に実施する微生物及び理化学検査の結果を提出

させること。その結果については、保健所に相談するなどして、原材料として不適

と判断した場合には、納入業者の変更等適切な措置を講じること。検査結果につい

ては、１年間保管すること。 

（３） 加熱せずに喫食する食品（牛乳、発酵乳、プリン等容器包装に入れられ、かつ、

殺菌された食品を除く。)については、乾物や摂取量が少ない食品も含め、製造加

工業者の衛生管理の体制について保健所の監視票、食品等事業者の自主管理記録票

参考資料４



等により確認するとともに、製造加工業者が従事者の健康状態の確認等ノロウイル

ス対策を適切に行っているかを確認すること。 

（４） 原材料の納入に際しては調理従事者等が必ず立ち合い、検収場で品質、鮮度、品

温（納入業者が運搬の際、別添１に従い、適切な温度管理を行っていたかどうかを

含む。）、異物の混入等につき、点検を行い、その結果を記録すること。  

（５） 原材料の納入に際しては、缶詰、乾物、調味料等常温保存可能なものを除き、食

肉類、魚介類、野菜類等の生鮮食品については１回で使い切る量を調理当日に仕入

れるようにすること。  

（６） 野菜及び果物を加熱せずに供する場合には、別添２に従い、流水（食品製造用水
注１として用いるもの。以下同じ。）で十分洗浄し、必要に応じて次亜塩素酸ナトリ

ウム等で殺菌注２した後、流水で十分すすぎ洗いを行うこと。特に高齢者、若齢者及

び抵抗力の弱い者を対象とした食事を提供する施設で、加熱せずに供する場合（表

皮を除去する場合を除く。）には、殺菌を行うこと。 

注１：従前の｢飲用適の水｣に同じ。（｢食品、添加物等の規格基準｣（昭和 34 年 厚生省告示第 370 号）

の改正により用語のみ読み替えたもの。定義については同告示の｢第１ 食品 Ｂ 食品一般の製造、

加工及び調理基準｣を参照のこと。） 

注２：次亜塩素酸ナトリウム溶液又はこれと同等の効果を有する亜塩素酸水（きのこ類を除く。）、

亜塩素酸ナトリウム溶液（生食用野菜に限る。）、過酢酸製剤、次亜塩素酸水並びに食品添加物と

して使用できる有機酸溶液。これらを使用する場合、食品衛生法で規定する｢食品、添加物等の規

格基準｣を遵守すること。 

 

２．加熱調理食品の加熱温度管理 

加熱調理食品は、別添２に従い、中心部温度計を用いるなどにより、中心部が７５℃

で１分間以上（二枚貝等ノロウイルス汚染のおそれのある食品の場合は８５～９０℃で

９０秒間以上）又はこれと同等以上まで加熱されていることを確認するとともに、温度

と時間の記録を行うこと。 

 

３．二次汚染の防止 

（１） 調理従事者等（食品の盛付け・配膳等、食品に接触する可能性のある者及び臨時

職員を含む。以下同じ。）は、次に定める場合には、別添２に従い、必ず流水・石

けんによる手洗いによりしっかりと 2 回（その他の時には丁寧に１回）手指の洗浄

及び消毒を行うこと。なお、使い捨て手袋を使用する場合にも、原則として次に定

める場合に交換を行うこと。 

① 作業開始前及び用便後 

② 汚染作業区域から非汚染作業区域に移動する場合 

③ 食品に直接触れる作業にあたる直前 



④ 生の食肉類、魚介類、卵殻等微生物の汚染源となるおそれのある食品等に触れ

た後、他の食品や器具等に触れる場合 

⑤ 配膳の前 

（２） 原材料は、隔壁等で他の場所から区分された専用の保管場に保管設備を設け、食

肉類、魚介類、野菜類等、食材の分類ごとに区分して保管すること。 

この場合、専用の衛生的なふた付き容器に入れ替えるなどにより、原材料の包装

の汚染を保管設備に持ち込まないようにするとともに、原材料の相互汚染を防ぐこ

と。 

（３） 下処理は汚染作業区域で確実に行い、非汚染作業区域を汚染しないようにするこ

と。 

（４） 包丁、まな板などの器具、容器等は用途別及び食品別（下処理用にあっては、魚

介類用、食肉類用、野菜類用の別、調理用にあっては、加熱調理済み食品用、生食

野菜用、生食魚介類用の別）にそれぞれ専用のものを用意し、混同しないようにし

て使用すること。 

（５） 器具、容器等の使用後は、別添２に従い、全面を流水で洗浄し、さらに８０℃、

５分間以上の加熱又はこれと同等の効果を有する方法注３で十分殺菌した後、乾燥さ

せ、清潔な保管庫を用いるなどして衛生的に保管すること。 

なお、調理場内における器具、容器等の使用後の洗浄・殺菌は、原則として全て

の食品が調理場から搬出された後に行うこと。 

また、器具、容器等の使用中も必要に応じ、同様の方法で熱湯殺菌を行うなど、

衛生的に使用すること。この場合、洗浄水等が飛散しないように行うこと。なお、

原材料用に使用した器具、容器等をそのまま調理後の食品用に使用するようなこと

は、けっして行わないこと。 

（６） まな板、ざる、木製の器具は汚染が残存する可能性が高いので、特に十分な殺菌注

４に留意すること。なお、木製の器具は極力使用を控えることが望ましい。 

（７） フードカッター、野菜切り機等の調理機械は、最低１日１回以上、分解して洗

浄・殺菌注５した後、乾燥させること。  

（８） シンクは原則として用途別に相互汚染しないように設置すること。 特に、加熱調

理用食材、非加熱調理用食材、器具の洗浄等に用いるシンクを必ず別に設置するこ

と。また、二次汚染を防止するため、洗浄・殺菌注５し、清潔に保つこと。 

（９） 食品並びに移動性の器具及び容器の取り扱いは、床面からの跳ね水等による汚染

を防止するため、床面から６０ｃｍ以上の場所で行うこと。ただし、跳ね水等から

の直接汚染が防止できる食缶等で食品を取り扱う場合には、３０ｃｍ以上の台にの

せて行うこと。 

 (１０） 加熱調理後の食品の冷却、非加熱調理食品の下処理後における調理場等での一

時保管等は、他からの二次汚染を防止するため、清潔な場所で行うこと。  



 (１１） 調理終了後の食品は衛生的な容器にふたをして保存し、他からの二次汚染を防

止すること。 

 (１２) 使用水は食品製造用水を用いること。また、使用水は、色、濁り、におい、異物

のほか、貯水槽を設置している場合や井戸水等を殺菌・ろ過して使用する場合には、

遊離残留塩素が０.１mg/ℓ以上であることを始業前及び調理作業終了後に毎日検査し、

記録すること。 

 

注３：塩素系消毒剤（次亜塩素酸ナトリウム、亜塩素酸水、次亜塩素酸水等）やエタノール系消毒剤

には、ノロウイルスに対する不活化効果を期待できるものがある。使用する場合、濃度･方法等、

製品の指示を守って使用すること。浸漬により使用することが望ましいが、浸漬が困難な場合に

あっては、不織布等に十分浸み込ませて清拭すること。 

  （ 参 考 文 献 ） ｢ 平 成 27 年 度 ノ ロ ウ イ ル ス の 不 活 化 条 件 に 関 す る 調 査 報 告 書 ｣

(http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11130500-Shokuhinanzenbu/0000125854.pdf) 

注４：大型のまな板やざる等、十分な洗浄が困難な器具については、亜塩素酸水又は次亜塩素酸ナト

リウム等の塩素系消毒剤に浸漬するなどして消毒を行うこと。 

注５：８０℃で５分間以上の加熱又はこれと同等の効果を有する方法（注３参照）。 

 

４．原材料及び調理済み食品の温度管理 

（１） 原材料は、別添１に従い、戸棚、冷凍又は冷蔵設備に適切な温度で保存すること。 

また、原材料搬入時の時刻、室温及び冷凍又は冷蔵設備内温度を記録すること。 

（２） 冷凍又は冷蔵設備から出した原材料は、速やかに下処理、調理を行うこと。非加

熱で供される食品については、下処理後速やかに調理に移行すること。 

（３） 調理後直ちに提供される食品以外の食品は、食中毒菌の増殖を抑制するために、

１０℃以下又は６５℃以上で管理することが必要である。（別添３参照） 

① 加熱調理後、食品を冷却する場合には、食中毒菌の発育至適温度帯（約２０℃

～５０℃）の時間を可能な限り短くするため、冷却機を用いたり、清潔な場所で

衛生的な容器に小分けするなどして、３０分以内に中心温度を２０℃付近（又は

６０分以内に中心温度を１０℃付近）まで下げるよう工夫すること。  

    この場合、冷却開始時刻、冷却終了時刻を記録すること。 

② 調理が終了した食品は速やかに提供できるよう工夫すること。  

  調理終了後３０分以内に提供できるものについては、調理終了時刻を記録する

こと。また、調理終了後提供まで３０分以上を要する場合は次のア及びイによる

こと。 

ア 温かい状態で提供される食品については、調理終了後速やかに保温食缶等に

移し保存すること。この場合、食缶等へ移し替えた時刻を記録すること。 

イ その他の食品については、調理終了後提供まで１０℃以下で保存すること。 

http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11130500-Shokuhinanzenbu/0000125854.pdf


  この場合、保冷設備への搬入時刻、保冷設備内温度及び保冷設備からの搬出時

刻を記録すること。 

③ 配送過程においては保冷又は保温設備のある運搬車を用いるなど、１０℃以下

又は６５℃以上の適切な温度管理を行い配送し、配送時刻の記録を行うこと。 

また、６５℃以上で提供される食品以外の食品については、保冷設備への搬入

時刻及び保冷設備内温度の記録を行うこと。 

④ 共同調理施設等で調理された食品を受け入れ、提供する施設においても、温か

い状態で提供される食品以外の食品であって、提供まで３０分以上を要する場合

は提供まで１０℃以下で保存すること。  

この場合、保冷設備への搬入時刻、保冷設備内温度及び保冷設備からの搬出時

刻を記録すること。 

（４） 調理後の食品は、調理終了後から２時間以内に喫食することが望ましい。 

 

５．その他 

（１） 施設設備の構造 

① 隔壁等により、汚水溜、動物飼育場、廃棄物集積場等不潔な場所から完全に区

別されていること。 

② 施設の出入口及び窓は極力閉めておくとともに、外部に開放される部分には網

戸、エアカーテン、自動ドア等を設置し、ねずみや昆虫の侵入を防止すること。 

③ 食品の各調理過程ごとに、汚染作業区域（検収場、原材料の保管場、下処理

場）、非汚染作業区域（さらに準清潔作業区域（調理場）と清潔作業区域（放

冷・調製場、製品の保管場）に区分される。）を明確に区別すること。なお、各

区域を固定し、それぞれを壁で区画する、床面を色別する、境界にテープをはる

等により明確に区画することが望ましい。 

④ 手洗い設備、履き物の消毒設備（履き物の交換が困難な場合に限る。）は、各

作業区域の入り口手前に設置すること。  

  なお、手洗い設備は、感知式の設備等で、コック、ハンドル等を直接手で操作

しない構造のものが望ましい。 

⑤ 器具、容器等は、作業動線を考慮し、予め適切な場所に適切な数を配置してお

くこと。 

⑥ 床面に水を使用する部分にあっては、適当な勾配（１００分の２程度）及び排

水溝（１００分の２から４程度の勾配を有するもの）を設けるなど排水が容易に

行える構造であること。 

⑦ シンク等の排水口は排水が飛散しない構造であること。 

⑧ 全ての移動性の器具、容器等を衛生的に保管するため、外部から汚染されない

構造の保管設備を設けること。 

⑨ 便所等 



ア 便所、休憩室及び更衣室は、隔壁により食品を取り扱う場所と必ず区分され

ていること。なお、調理場等から３ｍ以上離れた場所に設けられていることが

望ましい。 

イ 便所には、専用の手洗い設備、専用の履き物が備えられていること。また、

便所は、調理従事者等専用のものが設けられていることが望ましい。 

⑩ その他 

 施設は、ドライシステム化を積極的に図ることが望ましい。 

 

 

（２） 施設設備の管理 

① 施設・設備は必要に応じて補修を行い、施設の床面（排水溝を含む。）、内壁

のうち床面から１ｍまでの部分及び手指の触れる場所は１日に１回以上、施設の

天井及び内壁のうち床面から１ｍ以上の部分は１月に１回以上清掃し、必要に応

じて、洗浄・消毒を行うこと。施設の清掃は全ての食品が調理場内から完全に搬

出された後に行うこと。  

② 施設におけるねずみ、昆虫等の発生状況を１月に１回以上巡回点検するととも

に、ねずみ、昆虫の駆除を半年に１回以上（発生を確認した時にはその都度）実

施し、その実施記録を１年間保管すること。また、施設及びその周囲は、維持管

理を適切に行うことにより、常に良好な状態に保ち、ねずみや昆虫の繁殖場所の

排除に努めること。 

なお、殺そ剤又は殺虫剤を使用する場合には、食品を汚染しないようその取扱

いに十分注意すること。 

③ 施設は、衛生的な管理に努め、みだりに部外者を立ち入らせたり、調理作業に

不必要な物品等を置いたりしないこと。  

④ 原材料を配送用包装のまま非汚染作業区域に持ち込まないこと。 

⑤ 施設は十分な換気を行い、高温多湿を避けること。調理場は湿度８０％以下、

温度は２５℃以下に保つことが望ましい。 

⑥ 手洗い設備には、手洗いに適当な石けん、爪ブラシ、ペーパータオル、殺菌液

等を定期的に補充し、常に使用できる状態にしておくこと。  

⑦ 水道事業により供給される水以外の井戸水等の水を使用する場合には、公的検

査機関、厚生労働大臣の登録検査機関等に依頼して、年２回以上水質検査を行う

こと。検査の結果、飲用不適とされた場合は、直ちに保健所長の指示を受け、適

切な措置を講じること。なお、検査結果は１年間保管すること。  

⑧ 貯水槽は清潔を保持するため、専門の業者に委託して、年１回以上清掃するこ

と。 

 なお、清掃した証明書は１年間保管すること。  



⑨ 便所については、業務開始前、業務中及び業務終了後等定期的に清掃及び消毒

剤による消毒を行って衛生的に保つこと注６。  

⑩ 施設（客席等の飲食施設、ロビー等の共用施設を含む。）において利用者等が

嘔吐した場合には、消毒剤を用いて迅速かつ適切に嘔吐物の処理を行うこと注６に

より、利用者及び調理従事者等へのノロウイルス感染及び施設の汚染防止に努め

ること。 

注６：｢ノロウイルスに関するＱ＆Ａ｣（厚生労働省）を参照のこと。 

（３） 検食の保存 

検食は、原材料及び調理済み食品を食品ごとに５０ｇ程度ずつ清潔な容器（ビニー

ル袋等）に入れ、密封し、－２０℃以下で２週間以上保存すること。 

なお、原材料は、特に、洗浄・殺菌等を行わず、購入した状態で、調理済み食品は

配膳後の状態で保存すること。 

（４） 調理従事者等の衛生管理 

① 調理従事者等は、便所及び風呂等における衛生的な生活環境を確保すること。

また、ノロウイルスの流行期には十分に加熱された食品を摂取する等により感染

防止に努め、徹底した手洗いの励行を行うなど自らが施設や食品の汚染の原因と

ならないように措置するとともに、体調に留意し、健康な状態を保つように努め

ること。 

② 調理従事者等は、毎日作業開始前に、自らの健康状態を衛生管理者に報告し、

衛生管理者はその結果を記録すること。 

③ 調理従事者等は臨時職員も含め、定期的な健康診断及び月に１回以上の検便を

受けること。検便検査注７には、腸管出血性大腸菌の検査を含めることとし、１０

月から３月までの間には月に１回以上又は必要に応じて注８ノロウイルスの検便検

査に努めること。 

④ ノロウイルスの無症状病原体保有者であることが判明した調理従事者等は、検

便検査においてノロウイルスを保有していないことが確認されるまでの間、食品

に直接触れる調理作業を控えるなど適切な措置をとることが望ましいこと。 

⑤ 調理従事者等は下痢、嘔吐、発熱などの症状があった時、手指等に化膿創があ

った時は調理作業に従事しないこと。  

⑥ 下痢又は嘔吐等の症状がある調理従事者等については、直ちに医療機関を受診

し、感染性疾患の有無を確認すること。ノロウイルスを原因とする感染性疾患に

よる症状と診断された調理従事者等は、検便検査においてノロウイルスを保有し

ていないことが確認されるまでの間、食品に直接触れる調理作業を控えるなど適

切な処置をとることが望ましいこと。 

⑦ 調理従事者等が着用する帽子、外衣は毎日専用で清潔なものに交換すること。 

⑧ 下処理場から調理場への移動の際には、外衣、履き物の交換等を行うこと。

（履き物の交換が困難な場合には履き物の消毒を必ず行うこと。） 



⑨ 便所には、調理作業時に着用する外衣、帽子、履き物のまま入らないこと。 

⑩ 調理、点検に従事しない者が、やむを得ず、調理施設に立ち入る場合には、専

用の清潔な帽子、外衣及び履き物を着用させ、手洗い及び手指の消毒を行わせる

こと。  

⑪ 食中毒が発生した時の原因究明を確実に行うため、原則として、調理従事者等

は当該施設で調理された食品を喫食しないこと。  

ただし、原因究明に支障を来さないための措置が講じられている場合はこの限

りでない。（試食担当者を限定すること等） 

注７：ノロウイルスの検査に当たっては、遺伝子型によらず、概ね便１ｇ当たり１０５オーダー

のノロウイルスを検出できる検査法を用いることが望ましい。ただし、検査結果が陰性であ

っても検査感度によりノロウイルスを保有している可能性を踏まえた衛生管理が必要である。 

注８：ノロウイルスの検便検査の実施に当たっては、調理従事者の健康確認の補完手段とする場

合、家族等に感染性胃腸炎が疑われる有症者がいる場合、病原微生物検出情報においてノロ

ウイルスの検出状況が増加している場合などの各食品等事業者の事情に応じ判断すること。 

 

（５） その他 

① 加熱調理食品にトッピングする非加熱調理食品は、直接喫食する非加熱調理食

品と同様の衛生管理を行い、トッピングする時期は提供までの時間が極力短くな

るようにすること。  

② 廃棄物（調理施設内で生じた廃棄物及び返却された残渣をいう。）の管理は、

次のように行うこと。  

ア 廃棄物容器は、汚臭、汚液がもれないように管理するとともに、作業終了後

は速やかに清掃し、衛生上支障のないように保持すること。  

イ 返却された残渣は非汚染作業区域に持ち込まないこと。 

ウ 廃棄物は、適宜集積場に搬出し、作業場に放置しないこと。 

エ 廃棄物集積場は、廃棄物の搬出後清掃するなど、周囲の環境に悪影響を及ぼ

さないよう管理すること。 

 

Ⅲ 衛  生  管  理  体  制 

 

１．衛生管理体制の確立 

（１） 調理施設の経営者又は学校長等施設の運営管理責任者（以下「責任者」とい

う。）は、施設の衛生管理に関する責任者（以下「衛生管理者」という。）を指名

すること。 

なお、共同調理施設等で調理された食品を受け入れ、提供する施設においても、

衛生管理者を指名すること。  



（２） 責任者は、日頃から食材の納入業者についての情報の収集に努め、品質管理の確

かな業者から食材を購入すること。また、継続的に購入する場合は、配送中の保存

温度の徹底を指示するほか、納入業者が定期的に行う原材料の微生物検査等の結果

の提出を求めること。 

（３） 責任者は、衛生管理者に別紙点検表に基づく点検作業を行わせるとともに、その

つど点検結果を報告させ、適切に点検が行われたことを確認すること。点検結果に

ついては、１年間保管すること。  

（４） 責任者は、点検の結果、衛生管理者から改善不能な異常の発生の報告を受けた場

合、食材の返品、メニューの一部削除、調理済み食品の回収等必要な措置を講ずる

こと。 

（５） 責任者は、点検の結果、改善に時間を要する事態が生じた場合、必要な応急処置

を講じるとともに、計画的に改善を行うこと。  

（６） 責任者は、衛生管理者及び調理従事者等に対して衛生管理及び食中毒防止に関す

る研修に参加させるなど必要な知識・技術の周知徹底を図ること。  

（７） 責任者は、調理従事者等を含め職員の健康管理及び健康状態の確認を組織的・継

続的に行い、調理従事者等の感染及び調理従事者等からの施設汚染の防止に努める

こと。 

（８） 責任者は、衛生管理者に毎日作業開始前に、各調理従事者等の健康状態を確認さ

せ、その結果を記録させること。 

（９） 責任者は、調理従事者等に定期的な健康診断及び月に１回以上の検便を受けさせ

ること。検便検査には、腸管出血性大腸菌の検査を含めることとし、１０月から３

月の間には月に１回以上又は必要に応じてノロウイルスの検便検査を受けさせるよ

う努めること。 

（１０） 責任者は、ノロウイルスの無症状病原体保有者であることが判明した調理従事

者等を、検便検査においてノロウイルスを保有していないことが確認されるまでの

間、食品に直接触れる調理作業を控えさせるなど適切な措置をとることが望ましい

こと。 

（１１） 責任者は、調理従事者等が下痢、嘔吐、発熱などの症状があった時、手指等に

化膿創があった時は調理作業に従事させないこと。  

（１２）  責任者は、下痢又は嘔吐等の症状がある調理従事者等について、直ちに医療機

関を受診させ、感染性疾患の有無を確認すること。ノロウイルスを原因とする感染

性疾患による症状と診断された調理従事者等は、検便検査においてノロウイルスを

保有していないことが確認されるまでの間、食品に直接触れる調理作業を控えさせ

るなど適切な処置をとることが望ましいこと。 

（１３） 責任者は、調理従事者等について、ノロウイルスにより発症した調理従事者等

と一緒に感染の原因と考えられる食事を喫食するなど、同一の感染機会があった可

能性がある調理従事者等について速やかにノロウイルスの検便検査を実施し、検査



の結果ノロウイルスを保有していないことが確認されるまでの間、調理に直接従事

することを控えさせる等の手段を講じることが望ましいこと。 

（１４） 献立の作成に当たっては、施設の人員等の能力に余裕を持った献立作成を行う

こと。 

（１５） 献立ごとの調理工程表の作成に当たっては、次の事項に留意すること。 

ア 調理従事者等の汚染作業区域から非汚染作業区域への移動を極力行わないように

すること。 

イ 調理従事者等の一日ごとの作業の分業化を図ることが望ましいこと。 

ウ 調理終了後速やかに喫食されるよう工夫すること。 

また、衛生管理者は調理工程表に基づき、調理従事者等と作業分担等について事

前に十分な打合せを行うこと。 

（１６） 施設の衛生管理全般について、専門的な知識を有する者から定期的な指導、助

言を受けることが望ましい。また、従事者の健康管理については、労働安全衛生法

等関係法令に基づき産業医等から定期的な指導、助言を受けること。 

（１７） 高齢者や乳幼児が利用する施設等においては、平常時から施設長を責任者とす

る危機管理体制を整備し、感染拡大防止のための組織対応を文書化するとともに、

具体的な対応訓練を行っておくことが望ましいこと。また、従業員あるいは利用者

において下痢・嘔吐等の発生を迅速に把握するために、定常的に有症状者数を調

査・監視することが望ましいこと。 

 



（別添１）原材料、製品等の保存温度 

食   品   名 保 存 温 度 

穀類加工品（小麦粉、デンプン）  

砂 糖 

室 温  

室 温 

食 肉 ・ 鯨 肉   

細切した食肉・鯨肉を凍結したものを容器包装に入れたもの 

食 肉 製 品  

鯨 肉 製 品  

冷 凍 食 肉 製 品  

冷 凍 鯨 肉 製 品 

 １０℃以下 

－１５℃以下 

 １０℃以下 

 １０℃以下 

－１５℃以下 

－１５℃以下 

ゆ で だ こ 

冷 凍 ゆ で だ こ  

生 食 用 か き  

生 食 用 冷 凍 か き  

冷 凍 食 品 

 １０℃以下 

－１５℃以下 

 １０℃以下 

－１５℃以下 

－１５℃以下 

魚肉ソーセージ、魚肉ハム及び特殊包装かまぼこ  

冷凍魚肉ねり製品 

 １０℃以下 

－１５℃以下 

液 状 油 脂  

固     形     油     脂  

（ラード、マーガリン、ショートニング、カカオ脂） 

室 温  

 １０℃以下 

殻 付 卵  

液                  卵  

凍 結 卵  

乾 燥 卵 

 １０℃以下 

 ８℃以下 

－１８℃以下 

室 温 

ナ ッ ツ 類  

チ ョ コ レ ー ト 

 １５℃以下 

 １５℃以下 

生 鮮 果 実 ・ 野 菜  

生 鮮 魚 介 類 （生食用鮮魚介類を含む。） 

 １０℃前後 

  ５℃以下 

乳 ・ 濃 縮 乳  

脱 脂 乳  

ク リ ー ム  

バ タ ー  

チ ー ズ  

練 乳  

 

 １０℃以下 

  

  

 １５℃以下 

清 涼 飲 料 水  

（食品衛生法の食品、添加物等の規格基準に規定のあるものにつ 

いては、当該保存基準に従うこと。） 

室 温 



（別添２）標  準  作  業  書  

 

（手洗いマニュアル） 

 

１． 水で手をぬらし石けんをつける。 

２． 指、腕を洗う。特に、指の間、指先をよく洗う。（３０秒程度） 

３． 石けんをよく洗い流す。（２０秒程度） 

４． 使い捨てペーパータオル等でふく。（タオル等の共用はしないこと。） 

５． 消毒用のアルコールをかけて手指によくすりこむ。 

（本文のⅡ３（１）で定める場合には、１から３までの手順を２回実施する。） 

 

 

（器具等の洗浄・殺菌マニュアル） 

 

１．調理機械 

① 機械本体・部品を分解する。なお、分解した部品は床にじか置きしないようにす

る。 

② 食品製造用水（４０℃程度の微温水が望ましい。）で３回水洗いする。 

③ スポンジタワシに中性洗剤又は弱アルカリ性洗剤をつけてよく洗浄する。 

④ 食品製造用水（４０℃程度の微温水が望ましい。）でよく洗剤を洗い流す。 

⑤ 部品は８０℃で５分間以上の加熱又はこれと同等の効果を有する方法注1で殺菌を

行う。 

⑥ よく乾燥させる。 

⑦ 機械本体・部品を組み立てる。 

⑧ 作業開始前に７０％アルコール噴霧又はこれと同等の効果を有する方法で殺菌を

行う。 

 

 

２．調理台 

① 調理台周辺の片づけを行う。 

② 食品製造用水（４０℃程度の微温水が望ましい。）で３回水洗いする。 

③ スポンジタワシに中性洗剤又は弱アルカリ性洗剤をつけてよく洗浄する。 

④ 食品製造用水（４０℃程度の微温水が望ましい。）でよく洗剤を洗い流す。 

⑤ よく乾燥させる。 

⑥ ７０％アルコール噴霧又はこれと同等の効果を有する方法注1で殺菌を行う。 

⑦ 作業開始前に⑥と同様の方法で殺菌を行う。 

 

 

３．まな板、包丁、へら等 

① 食品製造用水（４０℃程度の微温水が望ましい。）で３回水洗いする。 

② スポンジタワシに中性洗剤又は弱アルカリ性洗剤をつけてよく洗浄する。 

③ 食品製造用水（４０℃程度の微温水が望ましい。）でよく洗剤を洗い流す。 

④ ８０℃で５分間以上の加熱又はこれと同等の効果を有する方法注２で殺菌を行う。 



⑤ よく乾燥させる。 

⑥ 清潔な保管庫にて保管する。 

 

 

４．ふきん、タオル等 

① 食品製造用水（４０℃程度の微温水が望ましい。）で３回水洗いする。 

② 中性洗剤又は弱アルカリ性洗剤をつけてよく洗浄する。 

③ 食品製造用水（４０℃程度の微温水が望ましい。）でよく洗剤を洗い流す。 

④ １００℃で５分間以上煮沸殺菌を行う。 

⑤ 清潔な場所で乾燥、保管する。 

 
注１：塩素系消毒剤（次亜塩素酸ナトリウム、亜塩素酸水、次亜塩素酸水等）やエタノール系消

毒剤には、ノロウイルスに対する不活化効果を期待できるものがある。使用する場合、濃度･方

法等、製品の指示を守って使用すること。浸漬により使用することが望ましいが、浸漬が困難

な場合にあっては、不織布等に十分浸み込ませて清拭すること。 

（参考文献）｢平成 27年度ノロウイルスの不活化条件に関する調査報告書｣ 

(http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11130500-Shokuhinanzenbu/0000125854.pdf) 

 

注２：大型のまな板やざる等、十分な洗浄が困難な器具については、亜塩素酸水又は次亜塩素酸

ナトリウム等の塩素系消毒剤に浸漬するなどして消毒を行うこと。 

 

 

（原材料等の保管管理マニュアル） 

 

１．野菜・果物注３ 

①  衛生害虫、異物混入、腐敗・異臭等がないか点検する。異常品は返品又は使用

禁止とする。 

② 各材料ごとに、５０ｇ程度ずつ清潔な容器（ビニール袋等）に密封して入れ、

－２０℃以下で２週間以上保存する。（検食用） 

③ 専用の清潔な容器に入れ替えるなどして、１０℃前後で保存する。（冷凍野菜は

－１５℃以下） 

④ 流水で３回以上水洗いする。 

⑤ 中性洗剤で洗う。 

⑥ 流水で十分すすぎ洗いする。 

⑦ 必要に応じて、次亜塩素酸ナトリウム等注４で殺菌注５した後、流水で十分すすぎ

洗いする。 

⑧ 水切りする。 

⑨ 専用のまな板、包丁でカットする。 

⑩ 清潔な容器に入れる。 

⑪ 清潔なシートで覆い（容器がふた付きの場合を除く）、調理まで３０分以上を要

する場合には、１０℃以下で冷蔵保存する。 

 
注３：表面の汚れが除去され、分割・細切されずに皮付きで提供されるみかん等の果物にあって

は、③から⑧までを省略して差し支えない。 

http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11130500-Shokuhinanzenbu/0000125854.pdf


注４：次亜塩素酸ナトリウム溶液（２００mg/ℓで５分間又は１００mg/ℓで１０分間）又はこれと

同等の効果を有する亜塩素酸水（きのこ類を除く。）、亜塩素酸ナトリウム溶液（生食用野菜

に限る。）、過酢酸製剤、次亜塩素酸水並びに食品添加物として使用できる有機酸溶液。これら

を使用する場合、食品衛生法で規定する｢食品、添加物等の規格基準｣を遵守すること。 

注５：高齢者、若齢者及び抵抗力の弱い者を対象とした食事を提供する施設で、加熱せずに供す

る場合（表皮を除去する場合を除く。）には、殺菌を行うこと。 

 

２．魚介類、食肉類 

① 衛生害虫、異物混入、腐敗・異臭等がないか点検する。異常品は返品又は使用禁

止とする。 

② 各材料ごとに、５０ｇ程度ずつ清潔な容器（ビニール袋等）に密封して入れ、

－２０℃以下で２週間以上保存する。（検食用） 

③ 専用の清潔な容器に入れ替えるなどして、食肉類については１０℃以下、魚介類

については５℃以下で保存する（冷凍で保存するものは－１５℃以下）。 

④ 必要に応じて、次亜塩素酸ナトリウム等注６で殺菌した後、流水で十分すすぎ洗

いする。 

⑤ 専用のまな板、包丁でカットする。 

⑥ 速やかに調理へ移行させる。 

 
注６：次亜塩素酸ナトリウム溶液（２００mg/ℓで５分間又は１００mg/ℓで１０分間）又はこれと

同等の効果を有する亜塩素酸水、亜塩素酸ナトリウム溶液（魚介類を除く。）、過酢酸製剤（魚

介類を除く。）、次亜塩素酸水、次亜臭素酸水（魚介類を除く。）並びに食品添加物として使

用できる有機酸溶液。これらを使用する場合、食品衛生法で規定する｢食品、添加物等の規格基

準｣を遵守すること。 

 

 

（加熱調理食品の中心温度及び加熱時間の記録マニュアル） 

 

１．揚げ物 

① 油温が設定した温度以上になったことを確認する。 

② 調理を開始した時間を記録する。 

③ 調理の途中で適当な時間を見はからって食品の中心温度を校正された温度計で３

点以上測定し、全ての点において７５℃以上に達していた場合には、それぞれの中

心温度を記録するとともに、その時点からさらに１分以上加熱を続ける（二枚貝等

ノロウイルス汚染のおそれのある食品の場合は８５～９０℃で９０秒間以上）。 

④ 最終的な加熱処理時間を記録する。 

⑤ なお、複数回同一の作業を繰り返す場合には、油温が設定した温度以上であるこ

とを確認・記録し、①～④で設定した条件に基づき、加熱処理を行う。油温が設定

した温度以上に達していない場合には、油温を上昇させるため必要な措置を講ずる。 

 

２．焼き物及び蒸し物 

① 調理を開始した時間を記録する。 

② 調理の途中で適当な時間を見はからって食品の中心温度を校正された温度計で３

点以上測定し、全ての点において７５℃以上に達していた場合には、それぞれの中



心温度を記録するとともに、その時点からさらに１分以上加熱を続ける（二枚貝等

ノロウイルス汚染のおそれのある食品の場合は８５～９０℃で９０秒間以上）。 

③ 最終的な加熱処理時間を記録する。 

④ なお、複数回同一の作業を繰り返す場合には、①～③で設定した条件に基づき、

加熱処理を行う。この場合、中心温度の測定は、最も熱が通りにくいと考えられる

場所の一点のみでもよい。 

 

 

３．煮物及び炒め物 

調理の順序は食肉類の加熱を優先すること。食肉類、魚介類、野菜類の冷凍品を使用

する場合には、十分解凍してから調理を行うこと。 

① 調理の途中で適当な時間を見はからって、最も熱が通りにくい具材を選び、食品

の中心温度を校正された温度計で３点以上（煮物の場合は１点以上）測定し、全て

の点において７５℃以上に達していた場合には、それぞれの中心温度を記録すると

ともに、その時点からさらに１分以上加熱を続ける（二枚貝等ノロウイルス汚染の

おそれのある食品の場合は８５～９０℃で９０秒間以上）。 

なお、中心温度を測定できるような具材がない場合には、調理釜の中心付近の温

度を３点以上（煮物の場合は１点以上）測定する。 

② 複数回同一の作業を繰り返す場合にも、同様に点検・記録を行う。 



（別添３） 

調理後の食品の温度管理に係る記録の取り方について 

（調理終了後提供まで 30 分以上を要する場合） 

 

（温かい状態で提 

 供される食品） 

 提供 

                                                          

             

 

（冷却過程のある 

もの）  

 提供 

 調理終了 

冷却開始時

刻の記録 

 冷却終了時

刻の記録 

 

 

（その他の食品） 

  

 提供 

                                                  調理終了 

保冷設備へ

の搬入時刻、

温度記録 

 保冷設備から

の搬出時刻

の記録 

加熱工程 

食缶等への

移し変え時刻

の記録 

加熱工程 冷却工程 保 冷 

保冷設備へ

の搬入時

刻、温度記

録 

保冷設備か

らの搬出時

刻の記録 

保  冷 



（別紙） 

調理施設の点検表                               平成  年  月  日 

 

 

 

１．毎日点検 

 点 検 項 目 点検結果 

１ 施設へのねずみや昆虫の侵入を防止するための設備に不備はありません

か。 

 

２ 施設の清掃は、全ての食品が調理場内から完全に搬出された後、適切に

実施されましたか。（床面、内壁のうち床面から１ｍ以内の部分及び手指の

触れる場所） 

 

３ 施設に部外者が入ったり、調理作業に不必要な物品が置かれていたりしま

せんか。 

 

４ 施設は十分な換気が行われ、高温多湿が避けられていますか。  

５ 手洗い設備の石けん、爪ブラシ、ペーパータオル、殺菌液は適切ですか。  

２．1 カ月ごとの点検 

１ 巡回点検の結果、ねずみや昆虫の発生はありませんか。  

２ ねずみや昆虫の駆除は半年以内に実施され、その記録が１年以上保存さ

れていますか。 

 

３ 汚染作業区域と非汚染作業区域が明確に区別されていますか。  

４ 各作業区域の入り口手前に手洗い設備、履き物の消毒設備（履き物の交

換が困難な場合に限る。）が設置されていますか。 

 

５ シンクは用途別に相互汚染しないように設置されていますか。  

加熱調理用食材、非加熱調理用食材、器具の洗浄等を行うシンクは別に設

置されていますか。 

 

６ シンク等の排水口は排水が飛散しない構造になっていますか。  

７ 全ての移動性の器具、容器等を衛生的に保管するための設備が設けられ

ていますか。 

 

８ 便所には、専用の手洗い設備、専用の履き物が備えられていますか。  

９ 施設の清掃は、全ての食品が調理場内から完全に排出された後、適切に

実施されましたか。（天井、内壁のうち床面から１ｍ以上の部分） 

 

３．3 ヵ月ごとの点検 

１ 施設は隔壁等により、不潔な場所から完全に区別されていますか。  

２ 施設の床面は排水が容易に行える構造になっていますか。  

３ 便所、休憩室及び更衣室は、隔壁により食品を取り扱う場所と区分されて

いますか。 

 

 

〈改善を行った点〉  

〈計画的に改善すべき点〉 

責任者 衛生管理者 

  



従事者等の衛生管理点検表                      平成  年  月  日 

 

 

 

 

 

   氏  名 

 

下 

 

痢 

嘔 

 

吐 

発

熱

等 

化

膿

創 

服 

 

装 

帽 

 

子 

毛 

 

髪 

履 

 

物 

 

爪 

指

輪

等  

手

洗

い 

            

            

            

            

            

 

 点 検 項 目 点検結果 

１ 健康診断、検便検査の結果に異常はありませんか。  

２ 下痢、嘔吐、発熱などの症状はありませんか。  

３ 手指や顔面に化膿創がありませんか。  

４ 着用する外衣、帽子は毎日専用で清潔のものに交換されていますか。  

５ 毛髪が帽子から出ていませんか。  

６ 作業場専用の履物を使っていますか。  

７ 爪は短く切っていますか。  

８ 指輪やマニキュアをしていませんか。  

９ 手洗いを適切な時期に適切な方法で行っていますか。  

１ ０ 下処理から調理場への移動の際には外衣、履き物の交換（履き物の交換

が困難な場合には、履物の消毒）が行われていますか。 

 

１ １ 便所には、調理作業時に着用する外衣、帽子、履き物のまま入らないよう

にしていますか。 

 

１ ２ 調理、点検に従事しない者が、やむを得ず、調理施設に立

ち入る場合には、専用の清潔な帽子、外衣及び履き物を着

用させ、手洗い及び手指の消毒を行わせましたか。 

立ち入った者 点検結果 

  

  

 

〈改善を行った点〉  

〈計画的に改善すべき点〉 

責任者 衛生管理者 

  



原材料の取扱い等点検表                       平成  年  月  日 

 

 

 

① 原材料の取扱い（毎日点検） 

  点 検 項 目 点検結果 

１ 

 

 

原材料の納入に際しては調理従事者等が立ち会いましたか。   

検収場で原材料の品質、鮮度、品温、異物の混入等について点検を行いま

したか。 

  

２ 原材料の納入に際し、生鮮食品については、１回で使い切る量を調理当日

に仕入れましたか。 

  

３ 

 

 

原材料は分類ごとに区分して、原材料専用の保管場に保管設備を設け、適

切な温度で保管されていますか。 

  

原材料の搬入時の時刻及び温度の記録がされていますか。   

４ 

 

原材料の包装の汚染を保管設備に持ち込まないようにしていますか。   

保管設備内での原材料の相互汚染が防がれていますか。   

５ 原材料を配送用包装のまま非汚染作業区域に持ち込んでいませんか。   

② 原材料の取扱い（月１回点検） 

 点 検 項 目 点検結果 

 原材料について納入業者が定期的に実施する検査結果の提出が最近

１か月以内にありましたか。 

 

検査結果は１年間保管されていますか。  

③ 検食の保存 

 点 検 項 目 点検結果 

 検食は、原材料（購入した状態のもの）及び調理済み食品を食品ごとに

５０ｇ程度ずつ清潔な容器に密封して入れ、－２０℃以下で２週間以上保存

されていますか。 

 

 

〈改善を行った点〉  

〈計画的に改善すべき点〉 

 

責任者 衛生管理者 

  



検収の記録簿                                   平成  年  月  日 

 

 

 

 

納品の 

 

時 刻 

 

納入業者名 

 

品目名 

 

生産地 

期限 

 

表示 

数 

 

量 

鮮 

 

度 

包 

 

装 

品 

 

温 

異 

 

物 

：          

：          

：          

：          

：          

：          

：          

：          

：          

：          

：          

 

〈進言事項〉 

 

責任者 衛生管理者 

  



調理器具等及び使用水の点検表                      平成  年  月  日 

 

 

 

① 調理器具、容器等の点検表 

 点 検 項 目 点検結果 

１ 

 

包丁、まな板等の調理器具は用途別及び食品別に用意し、混同しないよう

に使用されていますか。 

 

 

２ 調理器具、容器等は作業動線を考慮し、予め適切な場所に適切な数が配

置されていますか。 

 

３ 調理器具、容器等は使用後（必要に応じて使用中）に洗浄・殺菌し、乾燥さ

れていますか。 

 

４ 調理場内における器具、容器等の洗浄・殺菌は、全ての食品が調理場から

搬出された後、行っていますか。（使用中等やむをえない場合は、洗浄水等

が飛散しないように行うこと。） 

 

５ 調理機械は、最低１日１回以上、分解して洗浄・消毒し、乾燥されています

か。 

 

６ 全ての調理器具、容器等は衛生的に保管されていますか。  

 

② 使用水の点検表 

採取場所 採取時期 色 濁り 臭い 異物 残留塩素濃度 

        ｍｇ／ℓ 

       ｍｇ／ℓ 

      ｍｇ／ℓ 

      ｍｇ／ℓ 

 

③ 井戸水、貯水槽の点検表（月１回点検） 

 点 検 項 目 点検結果 

１ 水道事業により供給される水以外の井戸水等の水を使用している場合に

は、半年以内に水質検査が実施されていますか。 

 

検査結果は１年間保管されていますか。  

２ 貯水槽は清潔を保持するため、１年以内に清掃が実施されていますか。  

清掃した証明書は１年間保管されていますか。  

 

〈改善を行った点〉 

〈計画的に改善すべき点〉 

 

責任者 衛生管理者 

  



調理等における点検表                             平成  年  月  日 

 

 

 

① 下処理・調理中の取扱い 

 点 検 項 目 点検結果 

１ 非汚染作業染区域内に汚染を持ち込まないよう、下処理を確実に実施してい

ますか。 

 

２ 冷凍又は冷凍設備から出した原材料は速やかに下処理、調理に移行させていますか。  

非加熱で供される食品は下処理後速やかに調理に移行していますか。  

３ 野菜及び果物を加熱せずに供する場合には、適切な洗浄（必要に応じて殺

菌）を実施していますか。 

 

４ 加熱調理食品は中心部が十分（７５℃で１分間以上（二枚貝等ノロウイルス

汚染のおそれのある食品の場合は８５～９０℃で９０秒間以上）等）加

熱されていますか。 

 

５ 食品及び移動性の調理器具並びに容器の取扱いは床面から６０ｃｍ以上の

場所で行われていますか。（ただし、跳ね水等からの直接汚染が防止できる

食缶等で食品を取り扱う場合には、３０ｃｍ以上の台にのせて行うこと。） 

 

６ 加熱調理後の食品の冷却、非加熱調理食品の下処理後における調理場等で

の一時保管等は清潔な場所で行われていますか。 

 

７ 加熱調理食品にトッピングする非加熱調理食品は、直接喫食する非加熱調理

食品と同様の衛生管理を行い、トッピングする時期は提供までの時間が極力

短くなるようにしていますか。 

 

② 調理後の取扱い 

 点 検 項 目 点検結果 

１ 加熱調理後、食品を冷却する場合には、速やかに中心温度を下げる工夫が

されていますか。 

 

２ 調理後の食品は、他からの二次汚染を防止するため、衛生的な容器にふたをして保存していますか。  

３ 調理後の食品が適切に温度管理（冷却過程の温度管理を含む。）を行い、必

要な時刻及び温度が記録されていますか． 

 

４ 配送過程があるものは保冷又は保温設備のある運搬車を用いるなどにより、

適切な温度管理を行い、必要な時間及び温度等が記録されていますか。 

 

５ 調理後の食品は２時間以内に喫食されていますか。  

③ 廃棄物の取扱い 

 点 検 項 目 点検結果 

１ 廃棄物容器は、汚臭、汚液がもれないように管理するとともに、作業終了後

は速やかに清掃し、衛生上支障のないように保持されていますか。 

 

 

２ 返却された残渣は、非汚染作業区域に持ち込まれていませんか。  

３ 廃棄物は、適宜集積場に搬出し、作業場に放置されていませんか。  

４ 廃棄物集積場は、廃棄物の搬出後清掃するなど、周囲の環境に悪影響を及

ばさないよう管理されていますか。 

 

 

 

〈改善を行った点〉 

〈計画的に改善すべき点〉 

責任者 衛生管理者 

  



食品保管時の記録簿                               平成  年  月  日 

 

 

 

① 原材料保管時 

品目名 搬入時刻 搬入時設備内

（室内）温度 
品目名 搬入時刻 搬入時設備内

（室内）温度 

      

      

      

② 調理終了後３０分以内に提供される食品 

品目名 調理終了時刻 品目名 調理終了時刻 

    

    

③ 調理終了後３０分以上に提供される食品 

 ア 温かい状態で提供される食品 

品目名 食缶等への移し替え時刻 

  

  

イ 加熱後冷却する食品 

品目名 冷却開 

始時刻 

冷却終 

了時刻 

保冷設備へ 

の搬入時刻 

保冷設備 

内温度 

保冷設備から 

の搬出時刻 

      

      

ウ その他の食品 

品目名 保冷設備への 

搬入時刻 

保冷設備内温度 保冷設備から 

の搬出時刻 

    

    

 

〈進言事項〉 

責任者 衛生管理者 

  



食品の加熱加工の記録簿                           平成  年  月  日 

 

 

 

 

品目名 No.１ No.2（No.1 で設定した条件に基づき実施） 

(揚げ物) ①油温 ℃ 油温 ℃ 

②調理開始時刻 ： No.3（No.1 で設定した条件に基づき実施） 

③確認時の中心温度 サンプル A ℃ 油温 ℃ 

B ℃ No.4（No.1 で設定した条件に基づき実施） 

C ℃ 油温 ℃ 

④③確認後の加熱時

間 

 No.5（No.1 で設定した条件に基づき実施） 

⑤全加熱処理時間  油温 ℃ 

 

品目名 No.１ No.2（No.1 で設定した条件に基づき実施） 

(焼き物、

蒸し物) 

 

①調理開始時刻 ： 確認時の中心温度 ℃ 

②確認時の中心温度 サンプル A ℃ No.3（No.1 で設定した条件に基づき実施） 

B ℃ 確認時の中心温度 ℃ 

C ℃ No.4（No.1 で設定した条件に基づき実施） 

③②確認後の加熱時間  確認時の中心温度 ℃ 

④全加熱処理時間   

 

品目名 No.1 No.2 

（煮物） ①確認時の中心温

度 

サンプル ℃ ①確認時の中心温

度 

サンプル ℃ 

②①確認後の加熱

時間 

 ②①確認後の加熱

時間 

 

(炒め物) 

 

①確認時の中心温

度 

サンプル A ℃ ①確認時の中心温

度 

サンプル A ℃ 

B ℃ B ℃ 

C ℃ C ℃ 

②①確認後の加熱

時間 

 ②①確認後の加熱

時間 

 

 

〈改善を行った点〉 

〈計画的に改善すべき点〉 

 

責任者 衛生管理者 

  



配送先記録簿                                    平成  年  月  日 

 

 

 

 

 

出発時刻   帰り時刻  

 

保冷設備への搬入時刻（    ：    ） 

 

保冷設備内温度           （         ） 

 

責任者 記録者 

  

配送先 配送先所在地 品目名 数量 配送時刻 

    ： 

    ： 

    ： 

    ： 

    ： 

    ： 

    ： 

    ： 

    ： 

    ： 

〈進言事項〉 



プレゼンテーション表紙サンプル （スライドサイズ 4：3 25.4 x 19.05cm）

「学校給食衛生管理基準」の在り方に関する
有識者会議 基礎資料集

参考資料５



１ 栄養教諭の配置について
○ 全ての学校種（幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校、高等学校及び特別支援学校）において、置くこと

ができる。（学校教育法第２７条第２項、第３７条第２項、第４９条、第４９条の８、第６９条第２項、第８２条）

２ 栄養教諭の職務について
〔法的根拠〕

○ 幼児児童生徒の栄養の指導及び管理をつかさどる。 （学校教育法第３７条第１３項 外）

〔職務内容〕

○ 食に関する指導と学校給食の管理を一体のものとして行う。

［職務の具体例］

①食に関する指導・・・給食の時間における食に関する指導、教科等における食に関する指導、食に関する健康課題を有する
児童生徒に対する個別的な相談指導（肥満、偏食、食物アレルギー等）

②学校給食の管理・・・学校給食実施基準に基づく栄養管理（献立作成）、学校給食衛生管理基準に基づく衛生管理（管理、
分析、確認、指導・助言）

③教職員や家庭・地域と連携した食に関する指導を推進するための連絡・調整

（※１）出典：令和５年度学校給食実施状況調査
（※２）出典：令和５年度学校基本調査
（※） 幼稚園、高等学校及び特別支援学校を除く。
（※） 「栄養教諭等配置数（B）」とは、栄養教諭及び栄養職員の配置数

（参考）令和７年度栄養教諭等配置数（公立義務教育諸学校）
栄養教諭：７,０１９人、学校栄養職員：４,１８１人、計：１１,２００人
出典：令和７年度学校基本調査

完全給食を実施している
学校数（A)（※１）

栄養教諭等配置数 （B)
（※２）

配置率（B/A)
(％)

国 立 85 70 82.4

公 立 27,328 10,425 38.1

私 立 174 38 21.8

計 27,587 10,533 38.2

栄養教諭について

１



学校給食への地場産物・有機農産物等使用促進による
食の指導充実に関するモデル創出事業

• 学校給食において地場産物や有機農産物を活用することは、環境負荷低減や持続可能な食料生産の促進、我
が国や地域の食文化に関する子供たちの理解を深めることに繋がるなど、教育的意義を有する

• 食料・農業・農村基本法が改正され（令和6年6月）、食料安全保障の確保、環境と調和の取れた食料システ
ムの確立に向け、学校給食への地場産物や有機農産物の活用やそれを通じた環境負荷低減に係る理解を促す
食育の実施が求められている

• 域内で必要な量の安定的な確保が困難
• 一般的に流通している食材に比べコスト高
• サイズが不揃いであったり変形しているなど学校給食用
の納入規格に合致しないものが存在

令和8年度予算額 51百万円
（前年度予算額 59百万円）

件数・単価 ７箇所・７百万円/箇所 委託先 地方公共団体 対象経費 諸謝金、人件費、旅費、消耗品費、印刷製本費、通信運搬費、借料
及び損料、会議費、雑役務費、備品費 等

学校給食における地場産物や有機農産物等の使用促進を図るとともに、子供たちが学校給食を通じて様々な食に触れながら、環境負荷低減や食料安全保障、我が国や地域
の食文化等に対する理解を深めることに繋げるため、食材としての活用のみならず食育まで一体となった先進事例を創出
※①②それぞれ１つ以上のテーマについて検討・実践し、モデルを創出

＜事業のイメージ図＞
地方公共団体

(教育委員会、農水部局)
・コーディネーター配置
・有識者会議設置

背景 課題

事業内容

①学校給食への地場産物や有機農産物等の積極活用に向けた体制構築

• 地場産物・有機農産物等の使用促進に向けた仕組みの在り方、仕組みづくりを担うコーディネーター等
に必要な資質・業務内容・待遇の在り方

• 地場産物や有機農産物等の安定的な供給につながる生産調整、調達契約の在り方
• 地場産物や有機農産物等の適正コストを反映した調達とするための関係者の理解醸成の方策
• 学校給食用に使用しやすい規格にそろえるための生産者側、調理場側の工夫
• 学校給食への地場産物・有機農産物等の活用機会を増加させるための方策（新メニュー開発 等）

②地場産物・有機農産物等の継続的な活用による食育の推進

• 地域の食文化・産業への理解促進、生産・加工・流通事業者への感謝の気持ちの醸成につながる指
導内容・方法

• 環境負荷が低く持続可能性の高い農業に対する理解促進につながる指導内容・方法
• 生産・加工・流通コストを踏まえた合理的な価格形成に係る理解促進につながる指導内容・方法

関係機関
(農林水産、
産業関係等)

有識者

学校・調理場
・地場産物・有機農産
物等を使用した学校
給食
・地場産物・有機農産
物等を題材とした食育

生産者、
加工・流通業者等

・生産量の調整
・規格に合わせた加工
・授業への協力 等

地場産物・
有機農産物の
安定供給

調整 調整

連携 連携

コーディネーター

指導・助言等

短期アウトカム（成果目標） 長期アウトカム（成果目標）
・受託先での学校給食における地場産物・有機農産物等の使用
率の前年度比増
・学校給食の時間と連動した教科等における地場産物・有機農
産物等を題材とした指導回数の前年度比増

アウトプット（活動目標）
・学校給食における地場産物・有機農産物等の安定的な生産
・供給体制構築による使用自治体数の増
・ 学校給食の時間と連動した教科等における地場産物・有機
農産物等を題材とした指導回数の全国における回数増

・学校給食における地場産物・有機農産物等の全国における
使用率の上昇
・地域の食文化、食に係る産業や自然環境の恵沢、環境負荷
低減等に係る児童生徒の理解促進

（担当：総合教育政策局健康教育・食育課） ２



学校給食に関する衛生管理の調査・指導等

文部科学省が各都道府県の指導主事や退職栄養教諭
等に対して、食中毒など、給食における事故防止等を取り
上げる指導者養成講習会を開催し、指導者の資質向上
を図る。これを受け、各都道府県は指導者による衛生管
理に関する調査・指導を実施し、その結果を文部科学省に
報告するとともに、調査・指導結果を域内に展開し、徹底
された衛生管理を実現する。
（事業開始年度：平成22年度）

• 学校給食従事者及び学校給食関係者は、学校給食法に基づき、安
全で安心な学校給食実施のため、衛生管理の充実に努めることとされ
ている。

• 一方、食中毒など衛生管理上の問題による事故も発生しており、各調
理場における衛生管理の徹底が求められる。

• 学校給食用食品の購入、食品の検収・保管、調理、配食を通じて十
分な注意が払われるよう、学校給食従事者及び学校給食関係者の衛
生管理の意識の向上が必要。

• 各給食調理場の衛生管理体制についての実態把握、現状に応じた
丁寧な指導が必要。

都道府県

文部科学省

学校給食調理場

■指導者による衛生管理に関する調査・指導

■報告書作成■指導者養成講習会

令和8年度予算額 18百万円
（前年度予算額 19百万円）

アウトプット（活動目標） 短期アウトカム（成果目標） 長期アウトカム（成果目標）

全国の学校現場における衛生管理の充実や安全
への意識の高まりによる児童生徒の健康促進

食中毒等の衛生管理が原因で起こるトラブル
の発生件数が前年度比減

研修会に参加した指導者による衛生管理に関する調査・
指導の際の指摘件数について、前年度比増

背景 課題

事業内容

（担当：総合教育政策局健康教育・食育課） ３



食の指導改善充実事業 令和8年度予算額 62百万円
（前年度予算額 59百万円）

事業①学校給食におけるリスクマネジメント強化 28百万円（新規）
【民間団体等】
学校給食の調理から給食の時間における指導に至るまで、段階別に留意すべき事
項について、有識者会議を設置・開催の上、既存の類似のマニュアルや研修動画等も
参考にしつつ、学校給食の衛生面・安全面の両面から検討を行い、研修動画教材とし
てまとめる。さらに、その動画教材を実際に使用して研修会を開催するとともに、全国の
学校・教育委員会においても使用できるよう、動画教材において特に重要なことなど、
要点をまとめた普及啓発資料を作成。
また、学校給食において、窒息事故や食物アレルギー対応など、迅速かつ適切な対
応が求められる事故が発生したことを想定し、モデル校において訓練を実施し、平時か
ら備えておくべき事項のチェックリストを作成する。

• 児童生徒が健全な食生活を実践することの困難な場面が増え、食物アレル
ギーや偏食等、食に関する健康上の課題が多様化

• 児童生徒に対し、食に関する正しい理解や適切な判断力、望ましい食習慣を
身に付けさせるため、栄養教諭には食育の中核としての役割が求められる

• 学校給食の安全・安心を確保するためには、調理から給食の時間における指
導に至るまで、栄養教諭をはじめとして関係者の正確な理解が必須

背景 課題

事業内容

• 栄養教諭について、各教育委員会や学校管理職の考え方の違いにより、その
活用実態にはバラつきがあり、十分にその専門性を活かしきれていない

• 学校給食において、窒息事故や異物混入事案などが未だに発生
• 各学校において、当事者意識をもって未然防止の取組を実施するとともに、万

が一の際にも迅速に対応できるようにするための平時からの備えを行うことが重
要であるが、こうした意識の涵養に資するためのツールが不足

委託先 民間団体等

件数・単価 1箇所・24百万円（民間団体等）

対象経費 有識者会議の開催や動画作成、事故対応訓練に必要な謝金、旅費、
人件費等

事業スキーム

文部科学省 民間団体等
委託・助言

・研修動画教材の作成
・研修会の実施、普及啓発資料の作成
・モデル校での訓練の実施、チェックリスト作成

事業実施期間：令和６年度～

短期アウトカム（成果目標） 長期アウトカム（成果目標）アウトプット（活動目標）
①

②

事業②栄養教諭による食の指導普及啓発  34百万円（20百万円）
【民間団体等】
栄養教諭がその専門性を十分に発揮し、食育の中核としての役割を果たすため、栄
養教諭に期待される職務内容や、食に関する指導の重要性及び教育効果についての
研修動画教材を作成し、教育委員会や学校管理職を対象とした研修会を実施。併
せて、地方公共団体における栄養教諭の効果的な活用に関する好事例の紹介資料
を作成し、全国へ普及する。

【地方公共団体】
栄養教諭が食育の中核としての役割を果たすために必要な栄養教諭の職務の見直
し及び効果的な校務分掌の定め等に関する検討を行うための調査研究を実施。

委託先 民間団体等、地方公共団体

件数・単価 ＜研修会実施等＞１箇所・18百万円（民間団体等）
＜調査研究＞７箇所・２百万円/箇所（地方公共団体）

対象経費 研修会開催や動画教材作成に必要な謝金、旅費、雑役務費等

事業スキーム 文部科学省

民間団体等 地方公共団体
委託・助言 委託・助言

・栄養教諭の効果的な活用モデルの創出・研修会実施 ・動画教材等作成、紹介

・研修動画教材、普及啓発資料 ・学校給食における事故防止への意識の醸成 ・学校給食における事故件数の減少

・学校管理職向け研修動画教材、栄養教諭の効果的な
活用事例

・学校管理職等の栄養教諭の職務内容への理解増進 ・栄養教諭が食育の中核として、専門性を発揮し、児童
生徒への個別指導を実施

（担当：総合教育政策局健康教育・食育課） ４



栄養教諭の配置及び職務
栄養教諭等の配置状況

完全給食を実施している公立学校数（※） 27,328
栄養教諭等（栄養教諭＋学校栄養職員）配置数 11,206
うち 栄養教諭 6,945
出典：令和５年度学校給食実施状況調査、令和６年度学校基本調査
（※） 特別支援学校等を除く。

栄養教諭等の配置基準

単独実施校 小学校46.4％、中学校24.9％

共同調理場 小学校53.1％、中学校63.6％

• 550人以上の小中学校：1校に1人、
• 549人以下の小中学校：4校に1人
(549人以下の単独実施校のみ1～3校設置する市町村：1)
• 特別支援学校 ：1校に1人

• 1,500食以下 ：1人
• 1,501~6,000食 ：2人
• 6,001食以上 ：3人

栄養教諭等の勤務例(共同調理場：6校受配、約1,100食)

12 

受配校

給食指導

13 

教員、養護教諭との打合せ
各教科等での食育に参画

受配校給食日誌確認

14 調理場
or

受配校
(授業時)

献立作成等
※個別相談指導

15 
食育授業準備等

16 
調理場

調理業務責任者との打合せ
本日の給食の帳簿整理

17 栄養指導資料作成

複数校をカバーし、巡回で指導する場合が多い。

午前中は主に給食管理、午後は、給食指導を含む食育を実施

栄養教諭

時刻

7 

調
理
場

検収（食材の数量、鮮度、食品表示等確認）・
衛生指導（作業工程表、作業動線図の確認等

8 衛生指導、調理指導、調理員との打合せ

9 衛生指導、調理指導、本日の給食実績確認

10 衛生指導、調理指導

11 本日の給食の実績処理、明日の献立打合せ

1人の栄養教諭が
複数校を巡回して
食の指導を実施

教職員定数上、栄養教諭等（栄養教諭又は学校栄養職員）は、教諭とは別に
算定。 ※栄養教諭と学校栄養職員は、同じ定数の枠内でカウントされる。

教材作成等は、長期
休業期間中も活用

５



食育の推進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、
基本方針や目標、食育推進活動等の総合的な促進等について、
食育推進基本計画を作成

第５次食育推進基本計画（文部科学省関係部分）

計画期間 令和８年度～12年度
〇重点事項

<１> 学校等での食や農に関する学びの充実 
<２> 健全な食生活の実現に向けた「大人の食育」の推進
<３> 国民の食卓と生産現場の距離を縮める取組の拡大

※１ 学校給食における地場産物・国産食材の使用状況の全国平均は、地場産物57.2％、国産食材90.0％
（学校給食における地場産物・国産食材の使用状況調査） 調査対象時期：令和７年６月及び１１月の第３週の５日間

※２ 学校給食の時間を使った直接の指導、校内放送、教材作成等、各取組の回数の計
（地場産物を活用した食に関する指導の取組状況調査）

※３ 学校給食における地場産物・国産食材を使用する割合が令和元年度から維持・向上した都道府県の割合
（第４次食育推進基本計画における目標）

〇目 標

事 項 目標値（令和８年度） 実績（令和７年度）

学校給食における地場産物を使用する割合が
令和７年度から維持・向上した都道府県の割合 ※１

90%以上
（43都道府県以上）

70%
（33都道府県）※３

学校給食における国産食材を使用する割合が
令和７年度から維持・向上した都道府県の割合 ※１

90%以上
（43都道府県以上）

83%
（39都道府県）※３

栄養教諭による地場産物を活用した食に関する指導の
平均取組回数 ※２ 月1５回以上 14.06回

6



学校給食における地場産物・国産食材活用状況の推移

出典：令和元年度までは文部科学省「学校給食栄養報告」（食材数ベース）
令和元年度以降は文部科学省「学校給食における地場産物・国産食材の使用状況調査」（金額ベース）

※平成23年度は、東日本大震災の影響から事務的負担を考慮し、岩手県、宮城県及び福島
県を本調査対象より除く。

７



学校給食の安定的な運営に向けた取組の推進について（通知）【概要】

・ 業務委託等事業者の選定に関しては、価格に加え、事業の安定性等価格以外の要素も考慮するなど適切に対処すること。
・ ダンピング受注を防止し、安定的・持続的に学校給食を実施する観点から、需給の状況、材料及び人件費等の最新の実勢価格等を踏まえた適切な
予定価格を作成すること。
・ 総合評価落札方式を導入し、落札者決定基準を定めるときは、例えば、学校給食衛生管理基準等の理解度、調理経験、企業の経営状態、従事者
の業務実施体制、報告体制、人材育成・労務管理等の基準を設定するなど、適切に対処すること。

令和７年９月16日付け
７ 初 健 食 第 ８ 号

・ 学校給食は、安全安心かつ安定的に運営されることが重要であり、給食事業者の選定や業務委託契約等の在り方について十分な検討を行いつつ、
関係法令の改正や社会的な変化等を的確に捉え、適切に対応することが重要。
・ 特に、令和７年４月１日より物流効率化法が施行され、荷主・物流事業者に対し、物流効率化のための取り組むべき措置について努力義務が課
せられたほか、令和７年６月１日には労働安全衛生規則が改正され、熱中症の重篤化を防止するための措置が事業者に義務付けられたところ。
・ 他方、文部科学省が令和６年度に実施した事業（「効率的で安定的な学校給食用食材の調達に関する調査研究」）では、教育委員会及び給
食事業者団体への調査を通じて、学校給食の安定的な運営に向けて以下のような課題が明らかとなった状況。
①取引に用いる書式が不統一で、それぞれの書式に対応する手間が複数回発生
②やり取りが電話・FAX中心であり、DXが進んでいない
③そもそも契約書が作成されていない、又は、契約書に発注条件、キャンセル条項、支払期日、協議手続等の記載がない
④納品時刻指定の幅が非常に狭い

趣
旨
・
背
景

１．安定的に実施可能な事業者の選定について

２．事業者との適切な契約の締結及び運用について
・ 事業者との契約の締結に当たっては、基本的には契約書又は契約内容を記録した電磁的記録を作成すること。その際、文部科学省において作成した
契約書の記載例等も参考にすること。
・ やむを得ない事情がある場合を除き、学校と事業者とのFAXでのやり取りの原則廃止に向けて慣行を見直すこと。
・ 契約の中にいわゆるスライド条項（賃金又は物価の変動に基づく契約金額の協議及び変更について定めるもの）を設け、契約途中での事情の変化に
応じて契約金額の変更や受託事業者への支援など適切に対処すること。
・ 物流効率化法の施行を踏まえ、食材の受渡しにあたり、荷待ち時間（ドライバーの到着から荷役（荷積み・荷卸し）等開始までの待ち時間）や荷役
等時間の短縮のため、納入時刻や検収の在り方等の見直しに努めること。

３．学校給食施設における熱中症対策等について
・ 労働安全衛生規則の改正により、熱中症を生ずるおそれのある作業を行う際、熱中症の重篤化を防止するための体制整備、手順作成、関係者への
周知が事業者に義務付けられていることについて遺漏なく対応すること。
・ 学校給食施設における熱中症対策に当たっては、ドライシステムの導入に努めていただくとともに、空調（冷房）設備の設置についても進めていただくこと。
・ 調理等業務を外部委託する場合においても、施設・設備など受託者が変更する余地のない作業環境については、学校設置者において対応を検討する
必要があることに留意するとともに、各学校給食施設の実情等を踏まえ、受託者の行う熱中症対策に協力すること。 ８



学校給食衛生管理基準の取扱いについて（通知）【概要】

 学校給食衛生管理基準第３の１（４）①一の加熱処理する食品の取扱いについては、厚生労働省「大量調理施設衛生管理マニュアル」（平成９

年３月24日付け衛食第85号（最終改正：平成25年10月22日付け食安発1022第10号））Ⅱの２加熱調理食品の加熱温度管理の例によるも

のとすること。

 学校給食従事者の健康管理については、学校給食衛生管理基準第４の１（３）二のほか、「大量調理施設衛生管理マニュアル」も参考に、地域で

流行している時は、必要に応じてノロウイルスの検査を含めることが望ましいこと。

平成27年12月17日付け
2 7 初 健 食 第 2 1 号

・ ノロウイルスの感染予防対策について、これまで検出例の少なかった遺伝子型（G Ⅱ.17）のノロウイルスが検出されたことを踏まえ、平成27年９月
30日付けで厚生労働省医薬食品局食品安全部監視安全課長から各都道府県・保健所設置市・特別区衛生主管部（局）長宛てに「ノロウイル
スによる食中毒の予防について」通知されるなど、特に注意が求められた。

・ 学校給食における衛生管理の徹底を図るため、ノロウイルスによる食中毒の発生を予防し、及びその二次感染を防止する観点から、当分の間、学校
給食衛生管理基準（平成２１年文部科学省告示第６４号）の一部を下記のとおり取り扱うよう教育委員会等に対して依頼。

趣
旨
・
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景

「大量調理施設衛生管理マニュアル」
【平成9年3月24日付け衛食第85号（最終改正（※）：平成25年10月22日付け食安発1022第10号）】（抄）

Ⅱ 重 要 管 理 事 項
２．加熱調理食品の加熱温度管理

加熱調理食品は、別添２（略）に従い、中心部温度計を用いるなどにより、中心部が７５℃で１分間以上（二枚貝等ノロウイルス汚染のおそれのあ
る食品の場合は８５～９０℃で９０秒間以上）又はこれと同等以上まで加熱されていることを確認するとともに、温度と時間の記録を行うこと。

５．その他
（４） 調理従事者等の衛生管理
② 調理従事者等は臨時職員も含め、定期的な健康診断及び月に１回以上の検便を受けること。検便検査には、腸管出血性大腸菌の検査を含めるこ
と。 また、必要に応じ１０月から３月にはノロウイルスの検査を含めること。

※ 通知を発出した平成27年12月時点。現時点では（最終改正：平成29年６月16日付け生食発0616第１号）となっている。
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出典：国土交通省HP（改正物流効率化法説明会説明資料） 10

https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/freight/content/001869736.pdf


出典：国土交通省HP（改正物流効率化法説明会説明資料） 11

https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/freight/content/001869736.pdf


出典：厚生労働省HP（「職場における熱中症対策の教化について」リーフレット） 12

https://www.mhlw.go.jp/content/001620541.pdf
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出典：厚生労働省HP（食品衛生法等の一部を改正する法律の概要）14

https://www.mhlw.go.jp/content/11131500/000345946.pdf

